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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 234,675 254,192 316,388 458,701 475,826

経常利益 (百万円) 16,659 26,102 33,177 49,717 44,888

当期純利益 (百万円) 8,683 10,609 14,532 26,337 24,520

純資産額 (百万円) 84,673 94,670 117,320 141,276 150,281

総資産額 (百万円) 246,275 261,461 309,315 352,299 367,931

１株当たり純資産額 (円) 282.15 315.46 390.86 456.10 481.85

１株当たり当期純利益 (円) 28.79 35.14 48.12 87.82 81.86

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 83.59 77.91

自己資本比率 (％) 34.38 36.21 37.93 38.83 39.19

自己資本利益率 (％) 11.16 11.83 13.71 20.73 17.45

株価収益率 (倍) 22.09 20.57 29.20 13.64 7.22

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 29,725 17,432 17,783 13,700 40,398

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,290 △7,636 △15,616 △24,387 △39,138

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △30,072 △8,917 △1,758 9,634 △1,820

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,414 5,286 5,813 4,792 4,294

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
3,289
(914)

3,305
(939)

3,591
(1,237)

3,823
(1,402)

4,166
(1,451)
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 192,899 217,044 271,028 196,525 14,554

経常利益 (百万円) 12,482 21,598 27,467 14,975 9,061

当期純利益 (百万円) 4,281 8,786 13,722 7,811 8,611

資本金 (百万円) 36,436 36,436 36,436 36,436 36,436

発行済株式総数 (株) 303,790,809303,790,809303,790,809303,790,809303,790,809

純資産額 (百万円) 96,516 104,569 125,057 120,034 114,571

総資産額 (百万円) 215,177 237,195 282,717 237,286 233,163

１株当たり純資産額 (円) 317.60 344.07 411.38 395.15 377.17

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

7.00
(―)

10.00
(―)

14.00
(―)

20.00
(―)

20.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 13.95 28.73 44.89 25.71 28.35

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 24.49 27.00

自己資本比率 (％) 44.9 44.09 44.23 50.59 49.14

自己資本利益率 (％) 4.65 8.74 11.95 6.37 7.34

株価収益率 (倍) 45.59 25.17 31.30 46.60 20.85

配当性向 (％) 50.2 34.8 31.2 77.8 70.5

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
935
(485)

960
(408)

1,002
(610)

80
(3)

101
(13)

(注) １　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含まれていません。

２　提出会社の従業員数には、出向者は含まれていません。

３　第103期の１株当たり配当金には、記念配当２円を含んでいます。

４　純資産額の算定にあたり、第104期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しています。

５　第103期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

６　第104期において持株会社制を導入し、会社分割しています。
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２ 【沿革】

明治17年９月政府から小坂鉱山の払い下げを受ける。(創業)

26年12月藤田組、組合組織から合名会社藤田組に改組

31年１月小坂黒鉱乾式製錬操業開始

32年５月児島湾干拓事業着手

35年７月小坂銅電錬操業開始

45年５月小坂亜鉛電錬操業開始

大正４年４月 花岡鉱山買収

５年９月 柵原鉱山買収

８年３月 豊崎圧延工場(同和メタル株式会社)設置、操業開始

昭和12年３月合名会社藤田組と藤田鉱業株式会社の合併により株式会社藤田組設立

20年12月商号を同和鉱業株式会社に変更

28年８月岡山製錬所建設、操業開始

32年８月藤田興業株式会社を合併

34年６月小坂内の岱鉱床発見

38年６月花岡松峰鉱床発見

42年９月小坂自熔炉製錬設備完成、操業開始

46年２月秋田製錬株式会社設立

47年６月同和工営株式会社設立

　　11月 秋田工場設置、操業開始

48年４月中央研究所設置

55年10月小坂鉛製錬設備完成、操業開始

57年８月半導体材料研究所設置

58年９月岡山８ミリビデオテープ用メタル粉製造設備完成、操業開始

61年11月花岡、小坂の両鉱山部門を分離し、それぞれ花岡鉱業株式会社及び内の岱鉱業株式会

社を設立

平成元年９月 小坂の製錬部門を分離し、小坂製錬株式会社を設立

２年１月 同和興産株式会社を合併

３年４月 東京熱処理工業株式会社を合併

５年７月 岡山クリーンワークス設置

塩尻工場設置

サーモテクノロジーセンター設置

６年６月 九州支店設置

７年６月 金属材料研究所、ケミカル品材料研究所及び磁性材料研究所設置

８年４月 製錬技術センター設置

９年８月 Dowa THT America,Inc.設立

10年５月岡山クリーンワークス新型産業廃棄物焼却設備完成、操業開始

11年７月株式会社エコリサイクル設立

小坂新大楽前水力発電所完成、操業開始
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12年６月日本パール株式会社を買収

13年４月株式会社イー・アンド・イー　ソリューションズを買収

　　10月 株式会社リサイクル・システムズ・ジャパンを増資のうえ子会社化

14年１月上海事務所設置

　　３月 秋田ジンクソリューションズ株式会社設立

　　９月 株式会社リサイクル・システムズ・ジャパン西日本工場設置

　　11月 同和金属材料(上海)有限公司設立

15年２月ジンクエクセル株式会社、株式会社アシッズ設立

　　12月 蘇州同和資源総合利用有限公司設立

16年10月秋田地区グループ企業の分析部門を統合し、同和テクノリサーチ株式会社を設立

　　12月 小坂最終処理施設「グリーンフィル小坂」操業開始

18年２月アクトビーリサイクリング株式会社を買収

　　３月 本社を東京都千代田区外神田（秋葉原）に移転

　　８月 株式会社セムを買収

　　10月 持株会社制を導入し、商号を「同和鉱業株式会社」から「ＤＯＷＡホールディングス株

式会社」へ変更

５つの事業部門は会社分割し、各事業会社へ承継

DOWA METALTECH(THAILAND)CO.,LTD.設立

19年２月ＴＤパワーマテリアル株式会社設立

　　４月 DOWA THERMOTECH（THAILAND）CO.,LTD.設立

　　７月 オートリサイクル秋田株式会社設立

同和商貿易（深セン）有限公司設立

　　11月 ヤマハメタニクス株式会社（現ＤＯＷＡメタニクス株式会社）を買収

ヤマハオーリンメタル株式会社（現ＤＯＷＡオーリンメタル株式会社）の株式取得

エコシステムリサイクリング株式会社北日本工場設置

DOWA HD EUROPE GmbH設立

20年３月秋田ジンクリサイクリング株式会社設立

　

　

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社65社(休眠会社３社を除く。) 及び関連会社19社で構成されており、製錬事

業、環境・リサイクル事業、電子材料事業、金属加工事業、熱処理事業、及びこれらに付帯する事業を営んで

います。

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりです。

製錬部門…………………… 当部門においては、銅・亜鉛・鉛・金・銀・亜鉛合金・プラチナ・パラジ

ウム・ロジウム・カドミウム・ビスマス・硫酸などの製造・販売を行っ

ています。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡメタルマイン㈱、秋田製錬㈱、小坂製錬㈱、秋田ジンクソリュー

ションズ㈱、㈱日本ピージーエム、ジンクエクセル㈱、秋田レアメタル㈱
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環境・リサイクル部門…… 当部門においては、廃棄物処理業、資源リサイクル業、土壌浄化業、物流業、

環境コンサルタント業などを営んでいます。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡエコシステム㈱、エコシステム花岡㈱、エコシステムリサイクリ

ング㈱、アクトビーリサイクリング㈱、㈱エコリサイクル、グリーンフィル

小坂㈱、エコシステム岡山㈱、エコシステム山陽㈱、イー・アンド・イーソ

リューションズ㈱、ジオテクノス㈱、エコシステム千葉㈱、エコシステム秋

田㈱、エコシステム小坂㈱、エコシステムジャパン㈱、同和通運㈱、蘇州同

和資源綜合利用有限公司

電子材料部門……………… 当部門においては、高純度レアメタル、各種化合物半導体ウェハ、ＬＥＤ、

セラミックス系電子部品材料、光学ガラス材料、メタル粉、フェライト粉、

鉄粉などの製造・販売を行っています。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱、ＤＯＷＡハイテック㈱（ケミカル品）、Ｄ

ＯＷＡセミコンダクター秋田㈱、ＤＯＷＡ　ＩＰクリエイション㈱、ＤＯＷ

Ａエフテック㈱、ＤＯＷＡエレクトロニクス岡山㈱、Dowa F-Tec

（Singapore）Pte.Ltd.

金属加工部門……………… 当部門においては、銅・黄銅及び銅合金の板条、めっき加工品、黄銅棒、回

路基板などの製造・販売を行っています。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡメタルテック㈱、ＤＯＷＡメタニクス㈱、ＤＯＷＡハイテック㈱

（めっき)、ＤＯＷＡメタル㈱、豊栄商事㈱、ＤＯＷＡパワーデバイス㈱、新

日本ブラス㈱、同和金属材料(上海)有限公司

熱処理部門………………… 当部門においては、自動車部品などの金属材料の熱処理・表面処理加工、

熱処理加工設備及びその付帯設備の製造・販売・メンテナンスなどを営

んでいます。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡサーモテック㈱、ＤＯＷＡサーモエンジニアリング㈱、㈱セム、

Dowa THT America, Inc.

その他部門………………… 当部門においては、不動産の賃貸業、プラント建設業、土木工事業、建築工

事業、事務管理業務、技術開発支援業務などを営んでいます。

（主な関係会社）

ＤＯＷＡマネジメントサービス㈱、ＤＯＷＡテクノエンジ㈱、同和興産㈱、

秋田工営㈱、陽和工営㈱、ＤＯＷＡテクノロジー㈱、ＤＯＷＡテクノリサー

チ㈱
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以上の当社グループの概要は次のとおりです。

(注) ※の印のついている会社は持分法適用関連会社です。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援
助

営業上の取引
設備の
賃貸借

当社
役員
(名)

当社
社員
(名)

(連結子会社)

DOWAメタルマイン㈱
＊１

東京都千代田区 1,000製錬 100.0― ２
無
＊４

当社は同社と経営管理に
関する契約を締結してい
る。

無

秋田製錬㈱＊１＊３ 秋田県秋田市 5,000製錬
81.0
(81.0)

― １ 無 ― 無

小坂製錬㈱＊１＊３
秋田県鹿角郡
小坂町

4,700製錬
100.0
(100.0)

― ―
無
＊４

― 無

秋田ジンクソリュー
ションズ㈱

秋田県秋田市 375製錬
85.0
(85.0)

― ― 無 ― 無

㈱日本ピージーエム
＊３

秋田県鹿角郡
小坂町

300製錬
60.0
(60.0)

― ― 無 ― 無

ジンクエクセル㈱ 東京都千代田区 200製錬
85.0
(85.0)

― ― 無 ― 無

秋田レアメタル㈱ 秋田県秋田市 20製錬
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAエコシステム㈱東京都千代田区 1,000環境・リサイクル 100.0― ２ 無
当社は同社と経営管理に
関する契約を締結してい
る。

無

蘇州同和資源綜合利用
有限公司

中国江蘇省
千US.$
6,000

環境・リサイクル
90.0
(90.0)

― １ 無 ― 無

エコシステム花岡㈱ 秋田県大館市 300環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

エコシステムリサイク
リング㈱＊３

埼玉県本庄市 300環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

アクトビー リサイク
リング㈱

熊本県水俣市 200環境・リサイクル
55.0
(55.0)

― ― 無 ― 無

㈱エコリサイクル 秋田県大館市 150環境・リサイクル
60.0
(60.0)

― ― 無 ― 無

ジオテクノス㈱ 東京都江東区 100環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

イー・アンド・イー　
ソリューションズ㈱

東京都千代田区 100環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

エコシステム山陽㈱
岡山県久米郡
美咲町

100環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

エコシステム岡山㈱ 岡山県岡山市 100環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

グリーンフィル小坂㈱
秋田県鹿角郡
小坂町

100環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

エコシステム千葉㈱ 千葉県袖ヶ浦市 90環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ―
無
＊４

― 無

エコシステム秋田㈱ 秋田県大館市 50環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

エコシステム小坂㈱
秋田県鹿角郡
小坂町

50環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ―
無
＊４

― 無

エコシステムジャパン
㈱

東京都千代田区 30環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

同和通運㈱ 岩手県奥州市 20環境・リサイクル
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAエレクトロニクス
㈱

東京都千代田区 1,000電子材料 100.0― ４ 無
当社は同社と経営管理に
関する契約を締結してい
る。

無

DOWAハイテック㈱＊３埼玉県本庄市 450
電子材料、金属加
工

100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWA IPクリエイショ
ン㈱

岡山県岡山市 300電子材料
70.0
(70.0)

― ― 無 ― 無

DOWAエフテック㈱＊３
岡山県久米郡
美咲町

300電子材料
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAセミコンダクター
秋田㈱

秋田県秋田市 300電子材料
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無
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名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援
助

営業上の取引
設備の
賃貸借

当社
役員
(名)

当社社
員
(名)

(連結子会社)

Dowa F-Tec
(Singapore) Pte.Ltd.

Crescent
Jurong
Singapore

千S.$
3,000

電子材料
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAエレクトロニクス
岡山㈱

岡山県岡山市 100電子材料
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAメタルテック㈱東京都千代田区 1,000金属加工 100.0― ３ 無
当社は同社と経営管理に
関する契約を締結してい
る。

無

DOWAメタニクス㈱ 静岡県磐田市 500金属加工
90.0
(90.0)

― ― 無 ― 無

DOWAメタル㈱ 静岡県磐田市 400金属加工
100.0
(100.0)

― ―
無
＊４

― 無

同和金属材料（上海）
有限公司

中国上海市
千US.$
3,000

金属加工
100.0
(100.0)

― ２ 無 ― 無

豊栄商事㈱
千葉県千葉市
花見川区

110金属加工
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

新日本ブラス㈱＊３ 千葉県旭市 100金属加工
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAパワーデバイス㈱長野県塩尻市 100金属加工
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAサーモテック㈱
＊３

静岡県浜松市北
区

1,000熱処理 100.0― ４ 無
当社は同社と経営管理に
関する契約を締結してい
る。

無

Dowa THT America, 
Inc.

Bowling Green,
Ohio U.S.A.

千US.$
5,000

熱処理
100.0
(100.0)

― １
無
＊４

― 無

DOWAサーモエンジニア
リング㈱＊３

静岡県浜松市北
区

100熱処理
100.0
(100.0)

― ２ 無 ― 無

㈱セム
愛知県名古屋市
瑞穂区

55熱処理
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAマネジメントサー
ビス㈱

東京都千代田区 850その他 100.0２ ２ 有
当社は同社に事務処理を
委託している。

無

DOWAテクノエンジ㈱岡山県岡山市 400その他 100.0― ― 無 ― 無

同和興産㈱＊１ 東京都千代田区 305その他 100.0― ３ 無
当社は同社に不動産等の
管理を委託している。

有

秋田工営㈱ 秋田県大館市 95その他
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

陽和工営㈱ 岡山県岡山市 20その他
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAテクノリサーチ㈱
秋田県鹿角郡
小坂町

10その他
100.0
(100.0)

― ― 無 ― 無

DOWAテクノロジー㈱東京都千代田区 10その他 100.0― ３ 無
当社は同社に技術支援を
委託している。

無

(持分法適用関連会社)

藤田観光㈱＊２ 東京都文京区 12,081その他 32.9３ ― 無 ― 無

小名浜製錬㈱ 東京都千代田区 7,000製錬
31.6
(31.6)

１ ―
無
＊４

― 無

㈱アシッズ 東京都港区 150製錬
50.0
(50.0)

― ― 無 ― 無

Minera Tizapa,S.A.de
C.V.

Polanco,11540
Mexico,D.F.

千M.P
41,901

製錬
39.0
(39.0)

― ― 無 ― 無

光和精鉱㈱＊３
福岡県北九州市
戸畑区

1,000環境・リサイクル
50.0
(50.0)

― １ 無 ― 無

㈱岡山臨港 岡山県岡山市 98環境・リサイクル
32.6
(32.6)

― ― 無 ― 無

日本鋳銅㈱ 東京都港区 200金属加工
30.0
(30.0)

― ２ 無 ― 無

DOWAオーリンメタル㈱静岡県磐田市 480金属加工
50.0
(50.0)

― ― 無 ― 無

竹内金属箔粉工業㈱ 東京都墨田区 80その他 50.0― １ 無 ― 無

日本アンホ火薬製造㈱ 東京都港区 91その他 29.1― ― 無 ― 無
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(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。

２　議決権所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数です。

３　資本金又は出資金欄の外貨建のS.$はシンガポール・ドル、US.$は米国ドル、M.Pはメキシコ・ペソをあらわし

ています。

４　＊１は、特定子会社に該当する会社です。

５　＊２は、有価証券報告書を提出している会社です。

６　＊３は、実際の本社機能所在地を記載しており、登記上の本店所在地とは異なっています。

７　＊４は、債務保証（保証予約を含む。）を行っている会社です。

８　DOWAメタルマイン㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えています。

　　主要な損益情報等　①　売上高　　　258,314百万円

　　　　　　　　　　　②　経常利益　　 13,914　〃

　　　　　　　　　　　③　当期純利益　　5,650　〃

　　　　　　　　　　　④　純資産額　　 47,656　〃

　　　　　　　　　　　⑤　総資産額　　102,440　〃

９　ジンクエクセル㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えています。

　　主要な損益情報等　①　売上高　　　 60,144百万円

　　　　　　　　　　　②　経常利益　　　　 71　〃

　　　　　　　　　　　③　当期純利益　　　 25　〃

　　　　　　　　　　　④　純資産額　　　　169　〃

　　　　　　　　　　　⑤　総資産額　　　7,809　〃

10　DOWAエレクトロニクス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えています。

　　主要な損益情報等　①　売上高　　　 61,372百万円

　　　　　　　　　　　②　経常利益　　　5,017　〃

　　　　　　　　　　　③　当期純利益　　3,356　〃

　　　　　　　　　　　④　純資産額　　　8,315　〃

　　　　　　　　　　　⑤　総資産額　　 21,941　〃

11　DOWAメタルテック㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えています。

　　主要な損益情報等　①　売上高　　　 71,741百万円

　　　　　　　　　　　②　経常利益　　　2,808　〃

　　　　　　　　　　　③　当期純利益　　1,611　〃

　　　　　　　　　　　④　純資産額　　 16,534　〃

　　　　　　　　　　　⑤　総資産額　　 35,933　〃

12　Minera Tizapa,S.A.de C.V.の資本金には、インフレーション会計に基づく再評価修正額（22,887千M.P）を含

んでいます。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

製錬部門 635(  77)

環境・リサイクル部門 848( 310)

電子材料部門 594( 212)

金属加工部門 899( 306)

熱処理部門 535( 422)

その他部門 554( 111)

全社（共通） 101(  13)

合計 4,166( 1,451)

(注) １　従業員数は、就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社）から当社グループ外への出向者を除き、当社グ

ループ外から当社グループへの出向者を含む。) であり、臨時雇用者数 (嘱託、臨時員、パートタイマー、人材

派遣会社からの派遣社員など) は、 (　) 内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しています。

２　全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものです。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

101(  13) 37.8 11.6 7,689

(注) １　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。) であり、臨時雇用

者数 (嘱託、臨時員、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員など) は、 (　) 内に当期の平均人員を外

数で記載しています。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

３　従業員が前事業年度末に比べて21名増加していますが、主として新規採用によるものです。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループ(当社及び連結子会社)には、ＤＯＷＡ労働組合連合会(略称：ＤＯＷＡ労連)が組織(組合

員数2,526名)されており、日本基幹産業労働組合連合会(略称：基幹労連)に加盟しています。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、堅調な設備投資や輸出に支えられて緩やかな回復を続けましたが、米

国経済の変調のほか、円高や原油高などの影響から次第に減速し、年明け後には踊り場に入りました。

当社グループの事業環境につきましては、製錬部門では、中国の旺盛な需要や鉱山の経営統合などによ

り原料需給がますます逼迫の度を増しており、金、銀、銅などの主要メタルの相場が総じて上昇しました。

一方、亜鉛は、増産の影響から相場が下落しました。加工部門では、アジアでの自動車や建設機械の需要増

を背景に、これらの部品の輸出が好調でした。情報技術（ＩＴ）関連製品、ＯＡ機器用電子部品なども堅

調に推移しました。環境・リサイクル部門では、化学製品などの生産量の増加にともない難処理廃棄物の

処理委託量も増加しました。また、金属価格の高騰などによりリサイクル原料の集荷競争が激しさを増し

ました。

当社は、３か年の中期計画「事業構造改革Ⅲ～Jump up to the New Stage～」の第２年度として、Ｍ＆

Ａや生産設備の増強など既存事業の強化と成長分野への積極投資のための諸施策を強力に推し進めまし

た。また、新製品の投入などにより増収に努めるとともに、高騰する原料や資材などのコスト削減にも努

めました。

これらの結果、当期の連結売上高は前期比４パーセント増の475,826百万円となりましたが、連結営業

利益は同９パーセント減の44,319百万円、連結経常利益は同10パーセント減の44,888百万円、連結当期純

利益は同７パーセント減の24,520百万円となりました。

　

なお、当連結会計年度において、ヤマハ㈱の子会社である伸銅品の製造・販売会社 ヤマハメタニクス

㈱の発行済株式を90％取得し、ＤＯＷＡメタニクス㈱に社名変更し、あらたに連結会社に加えています。

また、同様に伸銅品の販売会社 ヤマハ・オーリンメタル㈱の発行済株式を50％取得し、ＤＯＷＡオーリ

ンメタル㈱に社名変更し、あらたに持分法適用会社に加えています。

そのほか、中国上海で伸銅品の加工・販売を行っている 同和金属材料(上海)有限公司、及び中国蘇州

で金属リサイクルの回収を行っている 蘇州同和資源綜合利用有限公司をあらたに連結会社に加えてい

ます。

一方で、土木・建設事業、地熱発電事業からの撤退により、同和工営㈱、昭和開発工業㈱、秋田地熱エネ

ルギー㈱を連結会社から除外しています。

　

当社単体では、持株会社への組織変更の影響により、売上高は前期比93パーセント減の14,554百万円と

なり、営業利益は同37パーセント減の8,233百万円、経常利益も同39パーセント減の9,061百万円、当期純

利益は同10パーセント増の8,611百万円となりました。
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主要部門別の状況は、次のとおりです。

　

製錬部門

国内メタル価格は、金、銀、銅と白金族が世界的な需給逼迫と投機資金の流入から高値圏での推移を続

けました。しかし、亜鉛は、海外での鉱石や地金の増産の影響を受けて下落しました。販売量は、銅、亜鉛及

び白金族が好調な自動車部品向けに増加し、金も電子部品向けに好調でした。また、硫酸も硫黄の国際価

格の高騰を背景に工業用を中心に堅調に推移しました。しかし、銀は、写真フィルムの国内生産の減少な

どにより減少しました。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比２パーセント減の272,226百万円と

なりました。

当部門の連結営業利益は、生産・販売・物流コストの削減に努めたものの、原料鉱石の買鉱条件の悪化

をカバーすることができず、前期比10パーセント減の22,487百万円となりました。

　

環境・リサイクル部門

廃棄物処理は、環境負荷の少ない廃棄物のセメント原料化や自社処理が増えた一方、化学・電子業界な

どからの環境負荷の高い廃棄物の受託は増加基調を続け、売上高は増加しました。土壌処理は、建築基準

法改正による工事着工件数減少の影響を受けたものの、法改正前の受注案件や大型案件の完工により売

上高は増加しました。リサイクル原料は、国際的に競争が激化する中で集荷に努め、前期並みの取扱量を

確保しました。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比13パーセント増の84,510百万円となりまし

た。

土壌現地処理の利益率の低迷の影響などを受けたものの、付加価値の高い難処理廃棄物の取扱量を増

やすとともに、物流コストや中間処理コストなどの圧縮に努め、当部門の連結営業利益は、前期比１パー

セント増の8,028百万円となりました。

　

電子材料部門

インジウムが相場の急落により売り上げを大きく落としました。また、携帯電話のモデルチェンジによ

りＬＥＤチップが売り上げを減らし、ボタン電池用酸化銀なども減少しました。他方、新興国市場の需要

増などからデジタル部品向けペースト用銀粉と銅粉、アルカリ電池用亜鉛粉が堅調に推移し、自動車用途

向けを中心に鉄粉も増販となりました。また、新製品を投入した磁気記録用メタル粉やコピー機用キャリ

ア粉も売り上げを伸ばしました。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比９パーセント増の61,432

百万円となりました。

高付加価値製品による増収や製造工程の効率化などによるコスト削減を進めたものの、燃料・資材コ

ストの上昇が顕著となり、インジウムの減益などを吸収するまでにはいたらず、当部門の連結営業利益

は、前期比10パーセント減の6,308百万円となりました。

　

金属加工部門

自動車向けなどの端子やコネクタに使われる銅合金の板条の売り上げが大幅に増加し、産業機械向け

インバータなどの需要が好調な回路基板も売り上げを伸ばしました。また、貴金属めっきも自動車部品や

ＩＴ関連部品向けに増販となりました。銅や金銀が高値で推移したことや、加工会社と販売会社をあらた

に傘下に加えたこともあり、当部門の連結売上高は、前期比17パーセント増の91,708百万円となりまし

た。

在庫量の削減などコストダウンに取り組みましたが、高騰するエネルギーコストや輸送コストなどの

影響を受けた結果、当部門の連結営業利益は、前期比33パーセント減の3,042百万円となりました。
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熱処理部門

熱処理加工では、自動二輪車の販売が大型を中心に国内及び北米で停滞した影響を一部に受けたもの

の、アジア向けに輸出が好調なミッションなどの自動車部品と建設機械部品の表面処理加工の受託が順

調に伸びました。工業炉は、世界規模での自動車生産台数の増加や建設機械の需要増を背景として、国内

販売と輸出がともに堅調に推移し、メンテナンス工事の売り上げも増加しました。これらの結果、当部門

の連結売上高は、前期比６パーセント増の28,806百万円となりました。

競争激化により加工単価の下落が進んでいる中で、設備稼働率の向上や販売コストの削減などを図り

収益の確保に努めた結果、当部門の連結営業利益は、ほぼ前期並みの3,596百万円となりました。

　

その他部門

その他部門では、土木・建築の建設事業の収支悪化、また、不動産事業の賃貸収入の減少などにより、売

上高は前期比１パーセント増の20,187百万円、営業利益は同99パーセント減の8百万円となりました。

なお、土木・建築事業、地熱発電事業からの撤退により、同和工営㈱、昭和開発工業㈱、秋田地熱エネル

ギー㈱を連結会社から除外していますが、同和工営㈱、秋田地熱エネルギー㈱については、清算決議時ま

での損益を連結しており、また、昭和開発工業㈱については、全発行済株式を経営陣に売却しましたが、売

却時までの損益を連結しています。

　

(注)　当該項目に記載の売上高には消費税等を含めていません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減

百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,700 40,398 26,698

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,387 △39,138 △14,751

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,634 △1,820 △11,455

換算差額 24 △14 △39

増減 △1,027 △575 451

現金及び現金同等物の期首残高 5,813 4,792 △1,020

新規連結による現金及び現金同等物の増
加

6 420 413

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減
少

― △343 △343

現金及び現金同等物の期末残高 4,792 4,294 △498

　

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末より498百万円減少し、4,294百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は40,398百万円（前年度比26,698百万円増）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益は41,129百万円（前年度比4,887百万円減）と前年度を下

回ったものの、減価償却費13,830百万円などの非資金的費用の調整やたな卸資産の減少3,376百万円など

によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金は39,138百万円の支出（前年度比14,751百万円増）とな

りました。これは、それぞれのセグメントにおいて、事業転換及び事業拡大のための積極的な設備投資

27,833百万円、事業拡大や事業強化のための株式取得16,275百万円があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金は1,820百万円の支出（前年度比11,455百万円減）とな

りました。これは、有利子負債が4,471百万円増加したこと、その一方で配当金の支払い6,216百万円が

あったことによるものです。

なお、有利子負債の増減について、連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書との差異は、新規

連結会社の影響によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの生産実績は、次のとおりです。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

製錬部門 275,023 △1.8

電子材料部門 61,827 ＋9.8

金属加工部門 91,847 ＋16.4

合計 428,698 ＋3.2

(注) １　金額は、販売価格によっています。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３　環境・リサイクル部門は、廃棄物処理、金属リサイクル、土壌浄化処理受託及び運輸事業を行っており、売上高

が処理高であるため、記載を省略しています。

４　熱処理部門は、金属熱処理加工、表面処理加工、熱処理加工設備・その付属設備の受託生産事業を行っており、

売上高が生産高であるため記載を省略しています。

５　その他の部門は、工事の請負、不動産の賃貸及び見込生産を行っているため、記載を省略しています。

　

(2) 受注状況

当連結会計年度におけるその他部門の受注状況は次のとおりです。

　
事業の種類別
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

その他部門（工事の請負） 　1,771 △72.6 442 △79.4

(注) １　その他主要な製品に関しては、受注生産を行っていません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３　その他の部門は、土木・建設事業からの撤退により、前年同期に比べ大幅に減少しています。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりです。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

製錬部門 239,885 △1.4

環境・リサイクル部門 50,632 ＋14.6

電子材料部門 59,282 ＋7.8

金属加工部門 91,650 ＋17.5

熱処理部門 28,806 ＋6.5

その他部門 5,569 △50.3

合計 475,826 ＋3.7

(注) １　金額は販売価格によっています。

２　セグメント間の取引については相殺消去しています。

３　その他の部門は、土木・建設事業、地熱発電事業からの撤退により、前年同期に比べ大幅に減少しています。

４　最近２連結会計年度の主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

田中貴金属工業㈱ 47,797 10.4 56,566 11.9

矢崎総業㈱ 45,325 9.9 48,442 10.2

　
５　上記の金額には消費税等は含まれていません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 対処すべき課題の内容及び具体的取組状況

平成20年度は、平成18年度からスタートした中期計画「事業構造改革Ⅲ～Jump up to the New Stage

～」の最終年度にあたり、設備投資など投資案件の実行と合わせて、さらなるコスト削減などの体質強化

策を着実に進め、強い事業基盤の構築を継続して進めていきます。

なお具体的には、各事業部門で次のような取り組みを行います。

　

製錬部門

貴金属銅事業では、小坂製錬㈱で導入した新プロセスを立ち上げ、設備改善や実際の操業の中でノウハ

ウを積上げ、操業度の向上を着実に実施し、早期の投資効果実現を図ります。

亜鉛事業では、コスト削減、安定操業による体質強化、収益性の改善など事業の抜本的な競争力強化に

取り組み、レアメタル事業では、集荷・製造両面で拡充を行っていきます。

　

環境・リサイクル部門

廃棄物処理事業では、エコシステム千葉㈱の新炉建設を着実に推進し、既存炉においては引き続き難処

理物の増処理に取り組みます。土壌浄化事業では、現地処理・海外展開の強化、営業チャネルの拡大に取

り組み、マーケット拡大策を展開していきます。金属リサイクル事業では、小坂製錬㈱の新プロセス向け

原料の集荷増と合わせて、国内及び海外で処理メニューの拡大及び増処理を図ります。

　

電子材料部門

電子材料部門では、既存分野の新製品以外に、自動車向けなどで次世代機能性材料の開発・商品化にも

取り組み、将来の収益確保と事業領域の拡大に向けた新規製品開発に力を入れます。

半導体事業では、マーケットのニーズ・変化に柔軟に対応し、あらたな市場開拓に努めます。また、機能

材事業では、メタル粉やキャリア粉、銀粉など主力製品のＱＣＤ（品質・コスト・デリバリー）レベルを

さらに引き上げ、市場対応力を一層高めていきます。

　

金属加工部門

金属加工事業では、設備増強やM&Aの投資効果を早期に実現し、車載・半導体用途での高付加価値合金

の拡販を図ります。貴金属めっき事業では、国内とタイで増強しためっきライン及びアライアンスの強化

により、新規拡販と収益向上を図ります。回路基板事業では、国内生産能力を大幅に引き上げ、拡大する需

要に対応します。

　

熱処理部門

熱処理事業では、国内にあらたに２拠点（群馬県：太田工場、岐阜県：関工場）を立ち上げる計画で

す。製造能力を拡大しシェアアップを図るとともに、コストダウンや新規技術の開発などを一層強化して

いきます。更に、北米・タイでの海外事業の強化、ＱＣＤのさらなる向上などにより、熱処理業界のリー

ディングカンパニーを目指します。
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当社は、これまで進めてきている事業構造改革の中で、「選択と集中」を実施し、成長分野での積極投

資、事業拡大に取り組み、外部要因に左右されない企業体質の構築を推し進めています。引き続き製錬事

業については構造転換を推し進め、環境・リサイクル、電子材料、金属加工、熱処理の４事業については、

足元の体質強化と将来の成長に向けた事業の強化・拡大に取り組みます。

またグループ全体の技術戦略を企画・実行するためにＣＴＯ(最高技術責任者)を設置しており、当社

製品の競争力の源泉である技術力を止むことなく高め続けていきます。

　

以上のような方針のもと、今後も「スピード」「破壊と創造」を追求し、技術力や現場力を鍛え上げな

がら、高効率・高収益企業としてさらなる成長と発展を目指していきます。

　

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

１．基本的な考え方

当社取締役会は、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には、当社株主の皆様の判断に委

ねられるべきものであると認識しております。その判断にあたっては、当社の事業規模や事業領域に照

らして、大規模買付者と当社取締役会の双方からの適切な『情報提供と検討期間』が必要であると考

えます。

当社取締役会は、このような基本的な考え方に基づき、当社株式の大規模買付行為に関するルール

（以下、大規模買付ルールといいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を

求めます。そのうえで、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会として

一定の措置を講じる方針です。

　

２．大規模買付ルールの設定

当社取締役会は、大規模買付行為を実施する場合は、大規模買付ルールに従って実施されることが、

当社株主全体の利益に合致すると考えます。

大規模買付ルールの概要は、次のとおりです。

① 規模買付者は、事前に当社取締役会に対し、『十分な情報』を提供する。

② 取締役会による『一定の評価期間』が経過した後に大規模買付行為を開始する。

大規模買付者から提供を受ける情報は、大規模買付者およびその協力者の身元、買収の目的と方法、

買付価格とその根拠、資金的裏づけ、買収後の経営計画などです。また、取締役会の評価期間は、大規模

買付者から十分な情報の提供が完了した時から、買付の対価が現金である場合は45営業日、その他の場

合は65営業日とします。なお、大規模買付者からの情報提供が完了し取締役会評価期間に入ったとき

は、すみやかにその旨および評価期間の開示を行います。また、十分な情報提供のために必要と判断さ

れる場合、大規模買付者と協議のうえ、この評価期間を延長することがあります。この場合、延長する理

由と期間をすみやかに公表します。

当社取締役会は、大規模買付者からの情報をもとに株主全体の利益への影響を検討し、評価期間内に

取締役会としての意見または代替提案を作成し、公表します。
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３．大規模買付ルール判定委員会の設置

当社は、大規模買付行為に対し対抗策を発動するにあたって、対抗措置発動の取締役会による判断が

相当か否かを判定するため、当社取締役会から独立した委員会として、大規模買付ルール判定委員会を

設置します。

大規模買付ルール判定委員会は、大規模買付者が現れ、必要があると認められるときに、原則として

取締役会が招集します。委員の数は３名以上とし、社外取締役、弁護士またはその両者により構成され

るものとします。

　

４．大規模買付行為に対する対抗措置をとる場合

大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為について、当社株主

全体の利益を保護するという観点から、株主の皆様に、このような買付行為を受け入れるかどうかの判

断のために必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、さらには、代替案

の提示を受ける機会を保証することを目的とするものです。

従って、対抗措置は、次の（１）または（２）のいずれかに該当しかつ対抗措置を発動することが相

当である場合に発動されるものであり、これらの場合を除いて発動されることはありません。

（１）大規模買付ルールが遵守されなかった場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、大規模買付行為に対抗

して第６項記載の対抗措置をとることがあります。

（２）大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかである場合

大規模買付ルールが遵守された場合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもた

らすことが明らかである場合には、（１）の場合と同様の対抗措置をとることがあります。

「当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかである場合」とは、具体的には、次のような場合

が想定されます。

ａ．当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を当社の関係

者に引き取らせる目的で大規模買付行為を行っている場合（いわゆるグリーンメイラーである

場合）

ｂ． 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、

主要取引先や顧客等を当該大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦

土化経営を行う目的で大規模買付行為を行っている場合

ｃ．当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担

保や弁済原資として流用する予定で大規模買付行為を行っている場合

ｄ．当社の経営を一時的に支配して当社の不動産、有価証券など高額資産等の売却等をさせ、それに

よって得られた利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当等による株価の

急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的で大規模買付行為を行っている場合

　

５．対抗措置をとる場合の手続

（１）当社取締役会は、大規模買付行為が第４項各号のいずれかに該当しかつ対抗策を発動することが

相当であると判断したときは、すみやかに大規模買付ルール判定委員会に対し、対抗措置を発動する

ことが相当か否かの判定を求めるものとします。
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（２）大規模買付ルール判定委員会は、取締役会から対抗措置発動の取締役会による判断が相当か否か

の判定を求められたときは、すみやかに取締役会の判断について、恣意的なものでないか、合理的な

検討がなされたかを検討し、原則として全員一致により判定を行います。当社取締役会は、大規模買

付ルール判定委員会の判定を最大限に尊重して、実際に対抗措置を発動するか否かを最終的に決定

します。

（３）対抗策の発動の決定は、大規模買付ルールに定める取締役会評価期間の満了までに行うものとし

ます。ただし、大規模買付ルール判定委員会において、より長時間の判断期間が必要と判定したとき

は、その理由と期限を開示したうえで、判断期間を延長することができます。

　

６．対抗措置の内容

当社取締役会は、当社株主全体の利益の保護を目的とする対抗措置として、新株予約権の発行、株式

分割、会社法その他の法律および当社定款が取締役会の権限として認める措置の中から、その時点で相

当と認められるものを選択することとなります。

当社取締役会が具体的対抗措置として株主割当により新株予約権を発行する場合の概要は、別に定

めるとおりとします。なお、新株予約権を発行する場合には、対抗措置としての効果を勘案し、大規模買

付者に不利な行使期間および行使条件を設けることがあります。

　

７．有効期間ならびに本方針の改正

本方針の有効期間は１年間とし、毎年、本方針の継続について株主の皆様のご判断をいただいたうえ

で、定時株主総会終結後最初に開催される取締役会において、本方針の継続の要否を決議します。

また、当社取締役会は、関係法令の整備などを踏まえ、当社株主全体の利益の観点から、本方針を随時

見直してまいります。

なお、本方針が不要となったときは、大規模買付ルール判定委員会の意見を得たうえで、取締役会の

決議により廃止できるものとします。当社は、全取締役の任期を１年としております。

　

８．注意喚起

（１）今回の大規模買付ルールの設定およびそのルールが遵守されなかった場合の対抗措置は、当社株

主全体の正当な利益を保護するための相当かつ適切な対応であると考えます。他方、このような対抗

措置により、結果的に、大規模買付ルールを遵守しない大規模買付者に経済的損害を含む何らかの不

利益を発生させる可能性があります。大規模買付ルールを無視して大規模買付行為を開始すること

のないようにあらかじめ注意を喚起いたします。

（２）大規模買付ルール制定の目的に照らして、対抗措置の発動後といえども、大規模買付者が本ルール

に従うことが明らかになった場合、当社取締役会は、対抗措置を解除することがあります。この場合、

１株あたりの株式の価値の希釈化が生じないため、対抗策発動を前提とした株価で売買等を行った

ときは、損失を被る可能性がありますので、あらかじめ注意を喚起いたします。

　

(注)　議決権割合の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式から、

直近の自己株券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数と

します。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループ(当社及び連結子会社、以下同じ)の経営成績、株価及び財務状況などに影響を及ぼす可能性

のあるリスクには次のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

す。

　

(1) 経済情勢

日本、北米、アジア、欧州など当社グループの主要市場における景気後退、及びそれに伴う需要の縮小

は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 地金相場、為替相場

当社グループが取扱う製品には、金、銀、銅、亜鉛など国際的な相場により価格が決定されるものがあり

ます。また、これら主要地金の原料鉱石は海外から調達しており、国際的市況の変動、為替相場の変動によ

るリスクを負っています。これに対し、当社グループは非鉄金属先渡取引や為替予約などを通じてヘッジ

するなど、リスクの軽減に取り組んでいます。

　

(3) 原油相場

原油価格の変動に伴い電力、重油等のエネルギー価格が高騰した場合、製造コストが上昇し当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 公的規制

当社グループは、国内においては環境・リサイクル関連法、独占禁止法などの法的規制の適用を受けて

いるとともに、海外においても各国の法的規制、たとえば関税・輸出入規制や外国為替管理法の規制を受

けています。このような中、当社グループとしては、法的手続きによる権利の保全にも万全を期していま

す。しかしながら、将来において、現在予測し得ない法的規制が設けられる可能性があり、これらの法的規

制に係る指摘を受けた場合、当社グループの事業活動が制限される可能性があり、業績に影響を及ぼす可

能性があります。

　

(5) 株価の変動

当社グループは、当連結会計年度末時点で取引先を中心に約220億円の市場性のある株式を保有してお

り、これらの株価変動リスクを負っています。同時点での市場価格により評価すると117億円の含み益と

なっていますが、今後の株価の動向次第でこの数字は変動します。

また、株価の下落は年金資産の目減りを通じて、退職給付引当金の積立不足を誘発し、退職給付費用を

増大させるリスクがあります。

　

(6) 金利の変動

当社グループの当連結会計年度末の有利子負債残高は1,209億円で、総資産の33％を外部調達してお

り、急激な金利上昇によって業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(7) 災害や停電

当社グループは、製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために、全ての設備にお

ける定期的な災害防止検査と設備点検を行っています。しかし、生産施設で発生する災害、停電又はその

他の中断が発生した場合、当社グループの生産能力が著しく低下する可能性があります。

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 金属加工部門の事業会社であるＤＯＷＡメタルテック㈱は、平成19年３月のヤマハ㈱との合意に基づ

き、平成19年10月31日付でヤマハ㈱の子会社であるヤマハメタニクス㈱の発行済み株式の90％及びヤマ

ハ・オーリンメタル㈱の発行済み株式の50％の株式譲受に関する株式譲渡契約を締結し、平成19年11月

30日、株式を譲り受けました。

 

(2) 当社は、平成19年７月の東北電力㈱との合意に基づき、平成19年11月30日付で当社の100％子会社であ

る秋田地熱エネルギー㈱が保有する資産を、東北電力㈱の子会社である東北水力地熱㈱に譲渡する契約

を締結し、平成20年１月１日、資産を譲渡しました。

　

　

６ 【研究開発活動】

グローバルな強い競争力を持つ差別化商品、事業を開発し、顧客の満足と信頼を得て、高い収益力と成長

性を有した技術立社を推進しています。前連結会計年度に引き続き自らの“未踏の領域”への挑戦を加速

させ、新技術創出や新製品の開発を積極的に進めました。また、基礎的な先端技術開発を目指した研究活動

として、理化学研究所植物科学研究センターとの共同研究の開始等、産学官の連携を引き続き強化していま

す。更に、独自の技術系ファンドとして「ＤＯＷＡテクノファンド」による研究開発分野への積極投資を行

い、同ファンドの投資額は前連結会計年度より大幅増となっています。

当連結会計年度における研究開発費の総額は7,309百万円です。

なお、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　②　連結損益計算書」の当連結会計

年度における「開発研究費」は7,996百万円ですが、これには研究開発費のほか、新鉱床探鉱費等687百万円

が含まれています。

各セグメントの研究開発活動、主な成果及び研究開発費は次のとおりです。

　

製錬部門

メタル価格が高水準を維持している事業環境下、特徴ある製錬事業を強化し、継続的な収益力のある体質

に転換するため、製錬技術研究所では「亜鉛２次原料処理法の開発」「環境負荷物質の安定化処理技術の

開発」「レアメタル回収技術の開発」「新規亜鉛合金の開発」などに取り組みました。

主な成果として、「亜鉛２次原料処理法の開発」では、原料鉱石事情が悪化している中、鉄鋼メーカーか

ら産出される亜鉛を含むダストを中心としたリサイクル原料を処理する技術の開発に努めてきました。こ

の度、その技術をもとに秋田市に亜鉛のリサイクル原料処理を行う新会社を設立し、設備建設を行うことに

なりました。鉄鋼メーカーとの間で亜鉛の資源循環を促進するとともに、新たな原料ソースの確保を通じて

亜鉛事業の収益向上・安定化を図っていきます。
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「環境負荷物質の安定化処理技術の開発」については、環境負荷物質を非常に安定な形態に処理する技

術を開発することができました。今後の原料対応力の強化に繋がる重要な技術であり、国内や国際会議でも

報告し大きな反響を得ています。今後、国や非鉄製錬各社と共同で、この技術を実証化する取り組みを実施

する予定です。

「レアメタル回収技術の開発」では、今まで回収できなかったレアメタルについて回収技術を確立し、新

規プラントを立上げ操業を開始しました。すでに商業ベースで製品を市場に供給しています。また、つぎに

回収対象としているレアメタルについても回収技術の開発に着手し、成果をあげてきています。

「新規亜鉛合金の開発」では、的確にユーザーニーズをとらえ、新規ダイカスト用亜鉛合金・新規組成合

金線・新規形状電極亜鉛において拡販を実現しました。

なお、当部門における研究開発費は3,418百万円です。

　

環境・リサイクル部門

環境リサイクル事業の競争力強化に向けて、環境技術研究所が関連事業所と連携のうえで「廃棄物処理

技術の開発」「土壌・地下水汚染の浄化技術開発」「リサイクル技術の開発」に取り組みました。

具体的活動と主な成果としては、次のようなものが挙げられます。

廃棄物処理技術については、焼却処理におけるＣＯ２発生を抑制する技術として、廃棄物を原料とした炭

化物燃料の製造、廃熱を利用した蒸留処理による燃料原単位削減に取り組み、基礎試験を完了しました。

土壌・地下水汚染の浄化技術については、基幹技術である土壌洗浄法に関連して、酸抽出等を用いた現地

簡易浄化工法の開発に成功しました。

リサイクル技術については、情報機器分野におけるルテニウム、特殊ガラスなどのリサイクル要求に応え

て、事業化に至っています。

なお、当部門における研究開発費は411百万円です。

　

電子材料部門

グローバルな競争、流動的な経済情勢の中で、更に成長・発展し、変化に対応するために技術力強化と

トップ商品の拡充を目的として、足元並びに将来の市場動向を見据えた戦略的な研究開発に取り組みまし

た。

具体的には、半導体材料研究所、磁性材料研究所、電子材料研究所並びに各事業所の技術開発部門におい

て、化合物半導体、オプトデバイス、磁性材料、各種機能性粉体などの分野での新製品の開発・現行製品の品

質改善・生産性の向上に取り組みました。また、平成19年度に事業化した窒化物半導体材料は、ユーザー

ニーズに即した特性改善を進め、本格的な量産に移行しつつあります。更に、粉体合成技術シーズを生かし

て開発した新規粉体製品の早期事業化のため事業化推進室の強化を図り、金属ナノ粒子、自動車用排ガス触

媒などの商品化に取り組んでいます。

主な成果として、センサー用ＬＥＤチップの特性向上、次世代対応磁気記録粉の特性向上、ディーゼル自

動車排ガス浄化用触媒として貴金属を使用しない材料の開発・特性向上、各種機能性粉体の特性向上・新

規粉体製品の開発などが挙げられます。

なお、当部門における研究開発費は2,474百万円です。
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金属加工部門

車載向けコネクタ材のトップメーカーとして、素材・表面処理の両面からユーザーニーズを先取りした

戦略的な商品開発・技術開発に取り組みました。

具体的には、金属材料研究所並びに各事業所の技術開発部門において、自動車や情報通信機器に使用され

るコネクタ・バスバー用の銅合金、電子材料用貴金属めっき加工、インバーター用金属セラミック接合基板

などの分野での新商品の開発、現行商品の特性・品質・生産性向上に取り組みました。

主な成果として、開発・工業化した新商品には、組織制御により極めて良好な曲げ加工性を有しかつ耐応

力緩和特性を向上した次世代コネクタ用高強度材や、ハイブリッド車や燃料電池車にも使用される耐熱性

に優れた高導電バスバー材、耐摩耗性と高接触信頼性の両立を可能にした高機能性めっき、また高い信頼性

を有しかつ組立コスト低減に革新的な進化をもたらす新構造接合基板などが挙げられます。

技術開発面では、車載コネクタ世界標準材のＮＢ‐109をはじめとした銅合金の板厚高精度化や耐熱性Ｓ

ｎめっき（アドバンストリフロー）の量産化、新溶解鋳造設備建設による銅合金生産能力増強、圧延速度増

速による生産性向上、複合めっき技術の確立、部分めっきの高精度化・生産性向上及び金属セラミック接合

基板の信頼性・生産性向上などが挙げられます。

なお、当部門における研究開発費は530百万円です。

　

熱処理部門

「熱処理加工並びに工業炉の製造体制の変革を継続し、顧客へ最高のＱＣＤ提供能力を有する熱処理業

界のリーディングカンパニーを目指す」を事業ビジョンに掲げ、グローバリーに躍進する日系自動車メー

カーとそのサプライヤーのグッドパートナーとして、現有技術の高性能化と環境対応型の新技術領域の開

発に重点をおいて取り組みました。

主な成果として、高生産性・ゼロエミッションを目指した最新鋭熱処理工場である太田工場には他に類

を見ない高性能・環境対応型新技術を投入した浸炭炉、ＴＤプロセス処理炉並びに付帯設備を導入し、稼動

を開始しました。工業炉部門では、エネルギー効率を25％向上しＣＯ２排出量を15％削減にした連続式ガス

浸炭焼入炉をはじめとして、新規開発技術を投入した高性能熱処理設備が売上に大きく寄与しています。

熱処理加工においては、主力商品である浸炭焼入れ・窒化処理の競争力強化のための更なる高生産性と

高効率化の取り組みを継続し、ＴＤプロセスの品質・生産性向上を進め、製造・販売・開発の一体となった

活動で営業力向上につなげました。ＰＶＤ（クロームドッペ‐Ｎ）では事業領域拡大のため引き続き用途

開発と同時に新膜開発を進めています。

なお、当部門における研究開発費は475百万円です。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されており、この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与

えるような見積り・予測を必要としています。当社グループは、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判

断される前提に基づき、継続的に見積り・予測を実施しています。

①　貸倒引当金

当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間におけ

る貸倒実績から算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権については個別に債権の回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上しています。

②　繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について、将来の課税所得及び継続的な税務計画をもって検討し、全

部または一部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行った期間に調整額を費用として計上

しています。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されています。

これらの前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率及び年金資産の期待運用収益率などが含まれ

ます。当社グループは、割引率を主に日本国債の金利により決定しているほか、報酬水準の増加率及び

従業員の平均勤務期間については当社グループの過去の実績値に基づいて決定しています。

④　環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13年6月12日　法律第

65号）の規定により、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保有している事業者は適切な保管と届出が要求さ

れ、平成28年７月までに処分することが義務付けられました。

また、この法令に伴いＰＣＢ廃棄物処理を請け負う日本環境安全事業㈱（ＪＥＳＣＯ）が設立され、

全国５箇所で処理をすることが明らかになり、目安としての処理単価が発表されました。

当社グループは、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理にかかるコストが、当連結会計年度以前の事象に

より起因して将来発生するものであること、及び金額を合理的に見積もることが可能であることなど

により、当連結会計年度末における処分費用の見積額を計上しています。

⑤　固定資産の減損

当社グループは、主として事業グループ単位を資産グループとし、遊休資産は個々の資産グループと

しています。

資産グループに減損の兆候がある場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しています。なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、時価については不動産鑑定評価額等合理的に算定された評価額に基づいて算定しています。

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

 26/131



⑥　その他有価証券等の減損

当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の顧客及び金融機関に対する少数持分を所

有しています。これらの株式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の決定が困難である非公開

会社の株式が含まれます。

当社グループは投資価値が著しく下落しかつ回復可能性がないと判断した場合、これら有価証券の

減損を実施しています。公開会社の株式は、期末月平均の株価が取得原価の50％を下回った場合、また

非公開会社の株式は、原則として当該会社の実質価額が取得原価の50％を下回った場合に、回復する見

込みが合理的に予測できる場合を除き減損処理を行うこととしています。

　

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

①　資産の部

総資産は、前連結会計年度末に比べ15,632百万円増加し367,931百万円となりました。内訳は、流動資

産が6,112百万円、固定資産が9,519百万円の増加となります。

流動資産の増加は、受取手形及び売掛金の増加1,449百万円、たな卸資産の増加1,076百万円などによ

るものです。これは、売上債権の早期回収やたな卸資産の削減を進めている一方で、当連結会計年度か

ら新たに連結したDOWAメタニクス㈱、同和金属材料(上海)有限公司、蘇州同和資源綜合利用有限公司の

影響によるものです。

固定資産は、将来の事業拡大のための積極的な建設投資を実施したことにより有形固定資産が

13,847百万円増加する一方で、株式市場の低迷を受け所有株式の時価評価により投資有価証券が8,350

百万円減少しました。

②　負債の部

負債の部の合計は、前連結会計年度末に比べ6,626百万円増加し217,649百万円となりました。これ

は、投資有価証券の時価評価に伴う繰延税金負債の減少が5,081百万円あった一方で、支払手形及び買

掛金の増加7,769百万円、有利子負債の増加6,195百万円があったためです。なお、有利子負債の残高は

120,953百万円となりました。

③　純資産の部

純資産の部の合計は、評価・換算差額等でその他有価証券評価差額金の減少11,365百万円がありま

したが、当期純利益を24,520百万円計上したことなどにより、前連結会計年度末から9,005百万円増加

し150,281百万円となりました。

　

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

当期の業績は、世界的な需要の逼迫を受けて金、銀、銅など主要メタルの相場が上昇した一方で、亜鉛や

インジウムは増産などの影響から相場が下落しました。また、自動車・ＩＴ関連産業などは引き続き堅調

に推移しましたが、増産・増強設備の立上げ遅れやユーザーの在庫調整などにより伸銅品や半導体など

一部製品の販売が減少しました。

その結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度の458,701百万円に対し3.7%増収の475,826百万

円となりましたが、営業利益は前連結会計年度の48,733百万円に対し9.1%減益の44,319百万円、経常利益

は前連結会計年度の49,717百万円に対し9.7%減益の44,888百万円、当期純利益は前連結会計年度の

26,337百万円に対し6.9%減益の24,520百万円となりました。
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①　売上高

製錬部門は、銅、亜鉛、白金族の販売が好調な自動車向けに増加し、金も電子部品向けに販売は好調で

した。一方で、亜鉛、インジウムの価格下落の影響を受け前連結会計年度の276,601百万円に対し1.6%減

収の272,226百万円となりました。環境・リサイクル部門は、廃棄物処理が堅調に推移し、また、リサイ

クル原料の取扱量、処理量も増加したことにより、前連結会計年度の74,719百万円に対し13.1%増収の

84,510百万円となりました。電子材料部門は、インジウムが相場の下落により売上を大きく落としまし

たほか、ＬＥＤチップ、ボタン電池用酸化銀なども減少しましたが、一方でデジタル部品向けペースト

用銀粉と銅粉が堅調に推移し、新製品を投入した磁気記録用メタル粉も売上を伸ばしたため、前連結会

計年度の56,335百万円に対し9.0％増収の61,432百万円となりました。金属加工部門は、自動車部品向

けなどの端子やコネクタに使われる板条と産業機械向けインバーターなどの回路基板の需要が好調で

した。また、主要メタルの価格高騰や加工会社は販売会社を新たに傘下に加えたこともあり、前連結会

計年度の78,062百万円に対し17.5％増収の91,708百万円となりました。熱処理部門は、自動二輪車の販

売停滞の影響を受けたものの、アジア向けの輸出が好調なミッションなどの自動車部品と建設機械部

品の表面処理加工の受託が順調に伸びたほか、工業炉は国内外ともに堅調に推移し、前連結会計年度の

27,056百万円に対し6.5%増収の28,806百万円となりました。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度の売上原価は、主要メタル価格の上昇により原材料費が増加したことに加え、高騰す

る資材・物品の影響により、前連結会計年度の383,136百万円に対し4.4%増加し399,901百万円となり

ました。

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、製錬部門でのリサイクル原料に対応したプロセス変更

の開発費用などにより前連結会計年度の26,830百万円に対して17.8%増加し、31,605百万円となりまし

た。

③　営業利益

製錬部門は、原料鉱石の買鉱条件の悪化や開発研究費の増加を生産・販売・物流コストの削減でカ

バーしきれず、前連結会計年度の25,122百万円に対し10.5%減益の22,487百万円となりました。環境・

リサイクル部門は、土壌処理は建築基準改正法による工事着工件数減少の影響を受けたものの、リサイ

クル原料の集荷や処理量が増加したことなどにより、前連結会計年度の7,948百万円に対し1.0%増益の

8,028百万円となりました。電子材料部門は、インジウムの価格下落やＬＥＤチップの販売減、燃料・資

材コストの上昇などにより、前連結会計年度の6,976百万円に対し9.6%減益の6,308百万円となりまし

た。金属加工部門は、設備投資の立上げ遅れや燃料・輸送コストの増加、また、期末たな卸資産の収益低

下による簿価切下げにより、前連結会計年度の4,567百万円に対し33.4％減益の3,042百万円となりま

した。熱処理部門は、設備稼働率の向上や販売コストの削減などを図り収益の確保に努めた結果、ほぼ

前連結会計年度並みの3,596百万円となりました。

④　営業外収益（費用）

当連結会計年度は、持分法適用会社の操業トラブルなどにより持分法投資利益が941百万円減少し、

また、積極的な設備投資による有利子負債の増加と金利上昇により支払利息が512百万円増加したた

め、前連結会計年度の984百万円の収益（純額）に対し、414百万円減少し569百万円の収益（純額）と

なりました。

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

 28/131



⑤　特別利益（損失）

当連結会計年度は、特別利益で投資有価証券の売却などにより2,827百万円を計上しましたが、特別

損失では、撤退した非コア事業の整理損失や事業転換に伴う設備撤去等の引当金など6,587百万円を計

上しました。

これにより、当連結会計年度の特別利益から特別損失を差引いた純額は、前連結会計年度の3,700百

万円の損失に対し、当連結会計年度は3,759百万円の損失となりました。

⑥　税金等調整前当期純利益

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の46,017百万円に対し10.6%減益の

41,129百万円となりました。

⑦　法人税等

当連結会計年度の法人税等は15,446百万円を計上しました。なお、税効果を適用した当連結会計年度

の税金等調整前当期純利益に対する法人税等の比率は、法定実効税率の40.0%より2.4%低い37.6%とな

りました。

⑧　少数株主損益

少数株主損益は、主に秋田製錬㈱、㈱日本ピージーエム、DOWA IPクリエイション㈱の少数株主に帰属

する利益からなり、当連結会計年度の少数株主利益は、前連結会計年度の878百万円に対し283百万円増

加し1,162百万円となりました。

⑨　当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度の26,337百万円に対し6.9%減益の24,520百万円となりました。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、コアビジネスである製錬部門、環境・リサイクル部門、電子材料部門、金属加工部門、

熱処理部門を中心に事業を行っており、このうち、当連結会計年度の売上高の57.2％を占める製錬部門

は、非鉄金属地金相場及び為替相場の変動の影響を受けやすいため、状況に応じて非鉄金属先渡取引及び

為替予約取引などによりリスク軽減に努めています。

当社グループでは、今後も収益性の向上及び財務体質の改善に努めていきますが、非鉄金属地金相場及

び為替相場の急激な変動、景気動向などの外的要因により業績に影響を受ける可能性があります。

　

(5) 戦略的現状と見通し

事業環境は、原油価格や原材料価格の高騰、また、米国経済の減速並びに中国経済が不透明であるなど

厳しい状況にあります。

また、為替相場、主要メタル価格の動向や、電子材料部門、金属加工部門での需要動向が不透明であるこ

となど、収益の下ぶれリスクもあると認識しています。

このような状況の中、中期計画「事業構造改革Ⅲ ～Jump up to the New Stage～」の最終年度として

徹底したコスト削減による企業体質の強化と、これまで以上に積極的かつ大胆な施策への取り組みを

行っていきます。
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本年度の「事業構造改革Ⅲ ～Jump up to the New Stage～」の主な施策は次のとおりです。

製錬部門

・ 小坂製錬㈱において、リサイクル原料対応型の新型製錬設備が完工しました（平成19年8月）。

・ DOWAメタルマイン㈱は、鉄鋼ダストからの亜鉛回収事業進出にあたり、新会社を設立しました（平成

20年3月）。

・ DOWAメタルマイン㈱が３９％の権益を保有するメキシコ・ティサパ鉱山は、増産工事（粗鉱生産量

約40％増）を開始しました（平成20年1月）。

・ DOWAメタルマイン㈱は、インジウムや白金族（PGM）など既存事業の基盤強化に加えて、アンチモン

などのレアメタル回収技術の開発に取り組みました。

・ 三菱マテリアル㈱との銅事業提携において、同社とDOWAメタルマイン㈱が出資している小名浜製錬

㈱で、新しい連続製銅炉が完工しました（平成19年12月）。

環境・リサイクル部門

・ エコシステム千葉㈱において、世界最大級のロータリーキルン式廃棄物焼却炉の建設に着工しまし

た（平成19年5月）。

・ DOWAエコシステム㈱は、土壌浄化事業において、営業チャネルの拡大、バイオや鉄粉法による現地処

理の差別化、東南アジア各国への海外展開強化などに取り組みました。

・ 自動車シュレッダーダスト処理事業の拡大に取り組み、小坂・岡山の２拠点で年間処理量10万トン

を達成しました。

・ 金属リサイクル事業では、小坂製錬㈱の新プロセス向け原料の集荷増と合わせて、国内外で、拠点・

処理メニューの拡充及び増処理を進めました。

・ DOWAエコシステム㈱と自動車リサイクルの大手である㈱啓愛社との合弁会社であるオートリサイク

ル秋田㈱（議決権割合70％）において、小坂地区に自動車リサイクル工場が完工しました（平成19

年11月）。

電子材料部門

・ DOWAエレクトロニクス㈱は、マーケットのニーズ・変化に対し、半導体事業のターゲットを変更する

など柔軟に対応しました。

・ DOWAエレクトロニクス㈱は、高容量のデータテープ向け超微粒子メタル粉の次世代マーケットの立

ち上がりに応じてシェアを獲得し、さらに次の世代へ向けた研究開発を進めました。

・ DOWAエレクトロニクス㈱は、銀粉の収率改善とコストダウンに加えて、PDP（プラズマ・ディスプレ

イ・パネル）用途でのシェアアップなどを行い、事業の強化を進めました。

・ DOWAエレクトロニクス㈱は、既存分野の新製品以外に、自動車向けなどにおいても、次世代機能性材

料（電子材料、磁性材料）の開発・商品化に取り組み、将来の収益確保と事業領域の拡大に向けた新

規製品開発を推し進めました。
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金属加工部門

・ DOWAメタルテック㈱は、ヤマハ㈱からヤマハメタニクス㈱の株式（議決権割合90％）及びヤマハ・

オーリンメタル㈱の株式（議決権割合50％）を取得しました（平成19年11月）。

・ DOWAメタルテック㈱は、タイ中部チャチェンサオ県に設立した伸銅品の加工・販売会社での操業を

開始しました（平成19年9月）。

・ DOWAメタル㈱は、鋳造炉増設や加熱炉更新など設備増強を実施し、合わせて生産性の向上に取り組み

ました。

・ DOWAハイテック㈱において、高性能めっきラインをあらたに2ライン増設しました。また、タイに銀

めっきラインの建設を行い、貴金属めっき事業の拡大と収益向上に取り組みました。

・ DOWAメタルテック㈱と㈱トクヤマとの合弁会社であるTDパワーマテリアル㈱（議決権割合35％）に

おいて、セラミック基板の材料製造向け新工場が完工しました（平成19年12月）。

熱処理部門

・ DOWAサーモエンジニアリング㈱は、関東地区（群馬県太田市）に新工場の建設を進めました。また、

中京地区（岐阜県関市）においても、新工場建設の準備を行いました。

・ DOWAサーモテック㈱は、タイ南部のラヨン県に設立した新会社において、熱処理の受託加工と熱処理

炉のアフターサービス事業を開始しました（平成19年12月）。

・ DOWAサーモテック㈱は、高性能・省エネ型新型炉U-TKMを開発し、DOWAサーモエンジニアリング㈱と

共同で実用化しました（平成20年２月）。

その他

・ 当社は、欧州に営業・調査のための現地法人「DOWA HD EUROPE GmbH」を設立しました（平成19年11

月）。

・ 当社は、東北大学、岡山大学及び熊本大学に続き、秋田大学と包括的連携協力協定を締結しました

（平成19年7月）。

・ 当社は、同和工営㈱における土木事業、建設事業などの全事業から撤退しました。また、同社の100％

子会社である昭和開発工業㈱の株式を昭和開発工業㈱の経営陣へ売却しました。

・ 当社は、秋田地熱エネルギー㈱が保有する地熱蒸気の生産・供給設備などを東北電力㈱の子会社で

ある東北水力地熱㈱に譲渡し、地熱発電事業から撤退しました。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、「第２ 事業の状況  １業績等の概要 (2) キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりです。

当社は、短期流動性確保の手段として、複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結しているほ

か、短期社債(電子ＣＰ)の発行枠200億円を設けています。長期性資金については、機動的な調達手段とし

て、社債300億円の募集に関する発行登録（発行予定期間：平成19年３月14日～平成21年３月13日）を

行っています。

また、当社グループは、グループファイナンスを行うことで、グループ各社の資金の一元管理を行い資

金効率の向上を図っています。
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(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当連結会計年度は需要減やコスト増などの事業環境悪化が収益を圧迫しましたが、平成20年度もこれ

らの早期好転は望みがたく、また為替や金属価格の変動リスクも高まっています。当面は厳しい経営環境

が続くとの想定のもと、当社グループは昨年より取り組んでいる体質強化を加速し、中期計画「事業構造

改革Ⅲ」に組み込んだ投資を着実に進めることによって、事業展開を進めてまいります。

平成20年度に実行していく主な施策は次のとおりです。

製錬部門

・ 小坂製錬㈱で導入した新プロセスの操業度向上、早期の投資効果実現

・ 亜鉛事業の体質強化、収益性改善など事業の抜本的な競争力強化

・ レアメタル事業の集荷・製造両面における拡充

環境・リサイクル部門

・ エコシステム千葉㈱の新炉建設の着実な推進

・ 土壌浄化の現地処理・海外展開の強化、営業チャネルの拡大

・ 小坂製錬㈱の新プロセス向けリサイクル原料の集荷増、国内外における処理メニューの拡大及び増

処理

電子材料部門

・ 次世代機能性材料の開発・商品化

・ 半導体事業における新たな市場開拓

・ 機能材事業における市場対応力の強化

金属加工部門

・ 設備増強やＭ＆Ａの投資効果の早期実現

・ めっき事業における新規拡販と収益向上

・ 回路基板の国内生産能力の大幅引き上げによる需要対応

熱処理部門

・ 国内新規２拠点（群馬県：太田工場、岐阜県：関工場）の迅速な立上げ

・ 海外事業（北米・タイ）の強化

　

平成20年度は「事業構造改革Ⅲ」の締めくくりの年となります。これまでに積み残した施策は確実に

やり遂げ、目標達成に向け執念を持って取り組んでまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、３か年の中期計画「事業構造改革Ⅲ～Jump up the New Stage～」の第２年度として、

Ｍ＆Ａや生産設備の増強など既存事業の強化と成長分野への積極投資のための諸施策を強力に推し進めて

まいりました。当連結会計年度においては、製錬部門、環境・リサイクル部門、金属加工部門、熱処理部門等

において総額26,324百万円の設備投資を実施しました。

事業の種類別セグメントの設備投資は次のとおりです。

　

当連結会計年度 前年同期比

製錬部門 13,191百万円 ＋123.0％

環境・リサイクル部門 4,657　〃 ＋87.8

電子材料部門 1,519　〃 △65.2

金属加工部門 3,390　〃 △32.1

熱処理部門 2,554　〃 △24.7

その他部門 647　〃 ＋289.1

　　 計 25,961　〃 ＋21.8

消去及び全社 363　〃 △28.7

　　合計 26,324　〃 ＋20.6

　

製錬部門では、小坂製錬㈱においてリサイクル原料対応型の新型炉の建設など9,563百万円、部門合計で

13,191百万円の設備投資を実施しました。

環境・リサイクル部門では、エコシステム千葉㈱において新炉建設など2,199百万円、部門合計で4,657百

万円の設備投資を実施しました。

電子材料部門では、ＤＯＷＡセミコンダクター秋田㈱において半導体製造設備の増強など371百万円、部

門合計で1,519百万円の設備投資を実施しました。

金属加工部門では、ＤＯＷＡメタル㈱において伸銅品製造設備の増強など1,516百万円、ＤＯＷＡハイ

テック㈱においてめっきライン増強など582百万円、部門合計で3,390百万円の設備投資を実施しました。

熱処理部門では、ＤＯＷＡサーモエンジニアリング㈱において新工場の建設など1,809百万円、部門合計

で2,554百万円の設備投資を実施しました。

　

所要資金については、自己資金、借入金、社債発行資金によっています。

なお、上記金額については有形固定資産のほか、無形固定資産、長期前払費用への投資額を含めています。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成20年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(単位：百万円) 従業員

数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社
(東京都千代田区)

その他
貸ビル
貸マンショ
ン

313 ―
373

   ― 687 2
(   30)

全社資産
(秋田県鹿角市)

全社共通 水力発電所 976 119
1
   ― 1,098   ―

(   42)
全社資産
(東京都江東区)

全社共通
研 修 セ ン
ター

269      ―
137

2 410   ―
(    0)

(注) １　連結会社以外のものから賃借(リースを含む。)している主要な設備はありません。また、連結会社以外のものに

賃貸(リースを含む。)している主要な設備はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2) 国内子会社

(平成20年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(単位：百万円) 従業員

数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

秋田製錬㈱
飯島製錬所
(秋田県
秋田市)

製錬
電気亜鉛製
錬設備

3,685 4,191
418

2018,497
183

(  610) (  7)

小坂製錬㈱

小坂製錬所
(秋田県
鹿角郡
小坂町)

製錬
電気銅・金
・銀製錬設
備

5,84110,478
41

4416,406
281

(2,191) ( 20)

㈱日本ピー
ジーエム

小坂工場
(秋田県
鹿角郡
小坂町)

製錬

プラチナ
・パラジウ
ム等の製錬
設備

463 342 ― 6 812
18
(  2)

秋田レアメ
タル㈱

本社工場
(秋田県
秋田市)

製錬
インジウム
等の製錬設
備

246 1,051 ― 6 1,304
38
( ―)

秋田ジンク
ソリュー
ションズ㈱

飯島工場
(秋田県
秋田市)

製錬
亜鉛合金地
金製造設備

233 294
175

9 713
54

(   23) ( 33)

エコシステ
ム山陽㈱

本社工場
(岡山県
久米郡
美咲町)

環境・リサ
イクル

廃棄物の処
理設備

871 986
331

34 2,224
31

(  49) ( 45)

エコシステ
ム岡山㈱

本社工場
(岡山県
岡山市)

環境・リサ
イクル

自動車シュ
レッダーダ
スト処理施
設

273 1,379 ― 3 1,656
15
( 12)

エコシステ
ム秋田㈱

本社工場
(秋田県
大館市)

環境・リサ
イクル

廃棄物の処
理設備

570 380 ― 11 962
42
(  6)

エコシステ
ム千葉㈱

本社工場
(千葉県
袖ヶ浦市)

環境・リサ
イクル

廃棄物の処
理設備

401 265
2,835

25 3,528
46

(   50) (  7)

エコシステ
ム花岡㈱

本社工場
(秋田県
大館市)

環境・リサ
イクル

廃棄物の処
理設備

897 435
28

51 1,413
19

(  789) (  9)

エコシステ
ム小坂㈱

本社工場
(秋田県
鹿角郡
小坂町)

環境・リサ
イクル

自動車シュ
レッダーダ
スト処理施
設

323 389 ― 3 716
23
( ―)

グリーン
フィル小坂
㈱

本社工場
(秋田県
鹿角郡
小坂町)

環境・リサ
イクル

管理型最終
処理施設

3,370 176 ― 4 3,551
8

( ―)
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会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(単位：百万円) 従業員

数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

アクトビー
 リサイク
リング㈱

本社工場
(熊本県
水俣市)

環境・リサ
イクル

家電リサイ
クル設備

425 261
297

3681,352
29

(   20) ( 58)

DOWAエレク
トロニクス
岡山㈱

本社工場
(岡山県
岡山市)

電子材料
メタル粉他
製造設備

1,558 838
1,002

59 3,458
66

(  171) ( 22)

DOWAセミコ
ンダクター
秋田㈱

本社工場
(秋田県
秋田市)

電子材料
半導体材料
製造設備

1,198 1,215
329

35 2,780
149

(   44) ( 98)

DOWAハイ
テック㈱

本庄工場
(埼玉県
本庄市)

電子材料

めっき薬品
・セラミッ
クス材料等
の製造設備

900 935
207

27 2,069
44

(   44) ( 40)

DOWA IP
クリエイ
ション㈱

本社工場
(岡山県
岡山市)

電子材料
複 写 機 用
キャリア粉
等製造設備

429 970
97

60 1,557
119

(   55) ( 19)

DOWAエフ
テック㈱

柵原工場他
(岡山県
久米郡
美咲町)

電子材料
フェライト
粉製造設備

233 421
24

16 695
40

(   23) (  5)

DOWAハイ
テック㈱

本庄工場
(埼玉県
本庄市)

金属加工
表面処理加
工設備

1,239 1,365
262

39 2,906
85

(   56) ( 63)

DOWAメタル
㈱

本社工場
(静岡県
磐田市)

金属加工
伸銅品製造
設備

1,762 4,818
594

4027,577
258

(  111) ( 30)

DOWAメタニ
クス㈱

本社工場
(静岡県
磐田市)

金属加工
伸銅品製造
設備

822 2,082
2,605

1015,611
252

(   92) ( 26)

新日本ブラ
ス㈱

旭工場
(千葉県
旭市)

金属加工
黄銅棒等製
造設備

228 378
512

5 1,124
56

(   32) ( 29)

DOWAパワー
デバイス㈱

本社工場
(長野県
塩尻市)

金属加工
銅張基板製
造設備

348 292
1,305

61 2,007
34

(   91) (125)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

横浜工場
(神奈川県
横浜市
港北区)

熱処理 熱処理設備 103 263
24

18 410
42

(    7) ( 52)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

真岡工場
(栃木県
真岡市)

熱処理 熱処理設備 166 474
124

29 793
46

(   20) ( 45)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

滋賀工場
(滋賀県
湖南市)

熱処理 熱処理設備 227 223
233

19 703
36

(   13) ( 53)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

浜松工場
(静岡県
浜松市)

熱処理 熱処理設備 193 299
161

23 677
34

(   11) ( 54)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

中京工場
(愛知県
安城市)

熱処理 熱処理設備 59 192
144

9 405
26

(    6) ( 48)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

中京工場
(愛知県
半田市)

熱処理 熱処理設備 625 1,385
649

23 2,683
43

(   16) ( 55)

DOWAサーモ
エンジニア
リング㈱

豊田・名古
屋工場
(愛知県
豊田市)

熱処理 熱処理設備 84 120
124

9 338
40

(    9) ( 32)

㈱セム
本社工場
(愛知県
名古屋市)

熱処理 熱処理設備 545 570
1,018

18 2,153
89

(   12) ( 50)

DOWAテクノ
エンジ㈱

岡山本店
(岡山県
岡山市)

その他
本店社屋
・土地

583 ―
11

2 597
72

(    4) (  5)

同和興産㈱
岡山支社
(岡山県
岡山市)

その他 ゴルフ場 200 ―
4,439

4 4,644
15

(  114) ( 14)

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

 35/131



(注) １　小坂製錬㈱の土地にはDOWAメタルマイン㈱から賃借している土地41百万円(2,191千㎡)を含んでおり、年間賃

借料は67百万円です。

２　秋田ジンクソリューションズ㈱の製造設備にはDOWAメタルマイン㈱から賃借しているものを含んでおり、年間

賃借料は73百万円です。

３　エコシステム千葉㈱の土地にはDOWAエコシステム㈱から賃借している土地2,175百万円(41千㎡)を含んでお

り、年間賃借料は71百万円です。

４　エコシステム花岡㈱の土地にはDOWAエコシステム㈱から賃借している土地19百万円(689千㎡)を含んでおり、

年間賃借料は7百万円です。

５　DOWAセミコンダクター秋田㈱の製造設備にはDOWAエレクトロニクス㈱から賃借しているものを含んでおり、年

間賃借料342百万円です。

６　DOWAメタル㈱の土地にはDOWAメタルテック㈱から賃借している土地506百万円(107千㎡)を含んでおり、年間賃

借料は70百万円です。

７　DOWAパワーデバイス㈱の土地はDOWAメタルテック㈱から賃借しているものであり、年間賃借料は5百万円です。

８　同和興産㈱の設備には提出会社から賃借しているものを含んでおり、年間賃借料は48百万円です。

９　主要な設備のうち連結会社以外から賃借(リースを含む。)している設備はありません。

10　DOWAメタニクス㈱の土地には連結会社以外のものに賃貸している土地を334百万円(11千㎡)含んでいます。

11　上記の他、連結会社以外のものに賃貸(リースを含む。) している主要な設備はありません。

12　従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしています。
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(3) 在外子会社

(平成20年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(単位：百万円) 従業員

数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

蘇州同和資
源綜合利用
有限公司

本社工場
(江蘇省蘇
州市
蘇州新区)

環境・リサ
イクル

金属リサイ
クル設備

205 236 ― 192 634
31
( ―)

Dowa
F-Tec 
(Singa
pore)Pte.
Ltd.

本社工場
(Singa
pore)

電子材料
磁石用フェ
ライト粉製
造設備

111 186 ― 26 325
33
( ―)

同和金属材
料(上海)有
限公司

本社工場
(上海市松
江出口加工
区)

金属加工
伸銅品製造
設備

― 226 ― 67 294
90
( ―)

Dowa THT
America,
Inc.

本社工場
(Ohio
U.S.A.)

熱処理
熱処理加工
設備

583 775
10

25 1,395
65

(   39) (  7)

(注)　Dowa F-Tec(Singapore)Pte.Ltd.は上記のほか、土地(14千㎡)を賃借しており、年間賃借料は16百万円（232千S.

$）です。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 303,790,809303,790,809

東京・大阪・名古
屋・札幌・福岡各
証券取引所
(東京・大阪・名
古屋は市場第１
部)

―

計 303,790,809303,790,809― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 303,779,970（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,188,998（注）１、２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
平成21年12月１日～
平成22年１月29日（注）３

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　15,188,998
資本組入額15,188,998

同左

新株予約権の行使の条件

平成21年９月30日の最終の

株主名簿又は実質株主名簿に

当社の株主として記載又は記

録されていない者は、新株予約

権を行使できない。

新株予約権の行使にあたっ

ては、各新株予約権者の有する

全ての新株予約権を一括して

のみ行使しうるものとする。

その他の条件は、「新株予約

権無償割当の要項」で定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は株式付与割合に0.05を乗じた株式数です。

　　株式付与割合とは、平成18年９月30日から平成21年９月30日まで、毎年３月31日及び９月30日の最終の株主名簿

または実質株主名簿に記載された各新株予約権者の普通株式の所有株式数のうち最も少ない数を行使または

取得しようとする新株予約権の数で除した数です。

　　従いまして、提出日の前月末現在では、新株予約権が行使される時に発行される株式の数は、15,188,998株より

減少することが見込まれます。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、対象株式数は次の算式により調整されるものと

します。

　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の割合

　　なお、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていないものについてのみ行われます。

３　新株予約権の行使期間の最終日が払込取扱場所の休業日に当たるときは、その翌営業日を最終日とします。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年７月27日 ― 303,790 ― 36,436
(注)

△17,267
9,110

(注)　定時株主総会決議による資本準備金の取崩及びその他資本剰余金への振替

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 86 65 204 333 6 14,77215,466 ―

所有株式数
(単元)

0 122,04811,23840,44890,914 59 38,666303,373417,809

所有株式数
の割合(％)

0 40.23 3.70 13.3329.97 0.02 12.75100.00 ―

(注) １　自己株式28,534株は「個人その他」に28単元及び「単元未満株式の状況」に534株含めて記載しています。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれています。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

中央区晴海１丁目８番11号 23,006 7.57

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区浜松町２丁目11番３号 15,807 5.20

藤田観光株式会社 文京区関口２丁目10番８号 13,700 4.51

ＪＦＥスチール株式会社 千代田区内幸町２丁目２番３号 11,244 3.70

株式会社みずほコーポレート銀
行

千代田区丸の内１丁目３番３号 7,395 2.43

全国共済農業協同組合連合会 千代田区平河町２丁目７番９号 7,390 2.43

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 6,960 2.29

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

中央区晴海１丁目８番12号 4,983 1.64

日本生命保険相互会社 千代田区丸の内１丁目６番６号 4,898 1.61

あいおい損害保険株式会社 渋谷区恵比寿１丁目28番１号 4,450 1.46

計 ― 99,834 32.86

(注) １　藤田観光株式会社が保有している株式については、会社法施行規則第67条の規定により議決権の行使が制限さ

れています。
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２　バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者から平成20年２月15日付で提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年２月11日現在で次のとおり株式を所有している旨報告

を受けていますが、当社として平成20年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記

「大株主の状況」では考慮していません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社

渋谷区広尾１丁目１番39号 7,293 2.40

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ

米国カリフォルニア州サンフランシス
コ市フリーモント・ストリート45

5,904 1.94

バークレイズ・グローバル・
ファンド・アドバイザーズ

米国カリフォルニア州サンフランシス
コ市フリーモント・ストリート45

2,181 0.72

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・
コート１

2,751 0.91

バークレイズ・バンク・ピーエ
ルシー

英国ロンドン市チャーチル・プレイス
１

583 0.19

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国ロンドン市カナリーワーフ ノース
・コロネード５

228 0.08

バークレイズ・キャピタル証券
株式会社

千代田区大手町２丁目２番２号 400 0.13

バークレイズ・キャピタル・イ
ンク

米国コネチカット州ハートフォード コ
マーシャル・プラザ シーテー・コーポ
レーションシステム

0 0.00

計 ― 19,341 6.37

　　また、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者から平成20年５月19日付で提

出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年５月12日現在で次のとおり株式を所有している旨

報告を受けています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社

渋谷区広尾１丁目１番39号 8,853 2.91

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ

米国カリフォルニア州サンフランシス
コ市フリーモント・ストリート45

8,777 2.89

バークレイズ・グローバル・
ファンド・アドバイザーズ

米国カリフォルニア州サンフランシス
コ市フリーモント・ストリート45

2,064 0.68

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・
コート１

3,706 1.22

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国ロンドン市カナリーワーフ ノース
・コロネード５

483 0.16

バークレイズ・キャピタル証券
株式会社

千代田区大手町２丁目２番２号 0 0.00

計 ― 23,884 7.86

　
３　野村證券株式会社及びその共同保有者から平成20年２月29日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）

により、平成20年２月22日現在で次のとおり株式を所有している旨報告を受けていますが、当社として平成20

年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮していませ

ん。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合(％)

MAINTRUST 
Kapitalanlagegesellschaft
mbH

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt am
Main,F.R.Germany

492 0.16

野村アセットマネジメント株式
会社

中央区日本橋１丁目12番１号 28,917 9.52

計 ― 29,409 9.68
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　　また、野村證券株式会社及びその共同保有者から平成20年４月22日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、平成20年４月15日現在で次のとおり株式を所有している旨報告を受けています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合(％)

野村證券株式会社 中央区日本橋１丁目９番１号 331 0.11

MAINTRUST 
Kapitalanlagegesellschaft
mbH

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt am
Main,F.R.Germany

479 0.16

野村アセットマネジメント株式
会社

中央区日本橋１丁目12番１号 25,536 8.41

計 ― 26,346 8.67

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 28,000

― ―
(相互保有株式)
普通株式 13,706,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 289,639,000 289,634 ―

単元未満株式 普通株式 417,809 ― ―

発行済株式総数 303,790,809― ―

総株主の議決権 ― 289,634 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義書換失念株及び非顕名の株式が５千株含まれてお

り、当該株式に係る議決権５個を議決権の数から控除しています。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

ＤＯＷＡホールディングス
株式会社

千代田区外神田４丁目14番
１号

28,000― 28,000 0.01

(相互保有株式)

藤田観光株式会社 文京区関口２丁目10番８号 13,700,000― 13,700,0004.51

株式会社岡山臨港
岡山市海岸通２丁目１番16
号

6,000 ― 6,000 0.00

計 ― 13,734,000― 13,734,0004.52
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 10,852 13,020

当期間における取得自己株式 500 311

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額

(千円)

株式数(株) 処分価額の総額

(千円)

引き受ける者の募集を行った取得自己
株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増し) 2,125 2,442 500 562

保有自己株式数 28,534 ― 28,534 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及

び買増しによる株式数は含めていません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への配当を経営における最重要課題の一つと位置づけており、企業体質強化と将来の

事業展開に備えた内部留保の充実を勘案のうえ、業績に応じた配当を行うことを基本方針としています。

当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を

定めています。また、毎年３月31日を基準日とする期末配当を年１回行うことを基本方針としていますが、

このほかの基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を、定款で定めています。

当期の業績は、「事業構造改革Ⅲ」で掲げた諸課題の達成に向け順調に進捗してはいるものの、事業環境

の悪化、設備投資による減価償却費の負担増などにより前期を下回りましたが、当期の配当については、前

期と同額の一株当り20円としています。

(注) 基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、次のとおりです。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成20年５月14日 6,075 20

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 660 807 1,490 1,450 1,520

最低(円) 376 540 650 839 564

(注)　株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものです。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,520 1,361 837 791 785 718

最低(円) 1,316 703 707 638 593 564

(注)　株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものです。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長
・ＣＥＯ

吉　川　廣　和 昭和17年10月25日生

昭和41年４月 当社入社

(注)４ 48

平成元年６月 当社企画本部人事部長

平成５年６月 当社取締役、企画本部副本部長兼人

事部長、ＴＱＣ推進本部副本部長

平成７年６月 当社取締役、新素材事業本部長

平成９年６月 当社常務取締役、新素材事業本部長

平成11年４月 当社常務取締役、新素材事業本部

長、企画本部長、管理本部長、運輸事

業部・不動産事業部管掌

平成11年６月 当社代表取締役専務取締役、プラン

ニング＆アドミニストレイション

Div.・エレクトロニクス マテリア

ルズDiv.・不動産事業部管掌

平成12年４月 当社代表取締役副社長

平成13年４月 当社代表取締役副社長・ＣＯＯ

平成14年４月 当社代表取締役社長・ＣＯＯ

平成15年６月 当社代表取締役社長・ＣＥＯ

平成18年10月 当社代表取締役会長・ＣＥＯ(現)

代表取締役
社長

河　野　正　樹 昭和26年11月22日生

昭和51年４月 当社入社

(注)４ 20

平成８年４月 ㈱同和半導体常務取締役兼当社新

素材事業本部半導体事業部半導体

材料研究所長

平成11年６月 ㈱同和半導体代表取締役社長

平成13年４月 当社メタルズ カンパニー企画室長

平成13年６月 当社執行役員、メタルズ カンパ

ニー企画室長

平成14年１月 当社執行役員、メタルズ カンパ

ニー企画室長兼製錬技術研究所長

兼小坂・最終処分場建設本部副本

部長

平成15年４月 当社執行役員、コーポレートスタッ

フ兼小坂・最終処分場建設本部副

本部長

平成15年６月 当社取締役、コーポレートスタッフ

管掌兼小坂・最終処分場建設本部

副本部長

平成17年４月 当社取締役、コーポレートスタッフ

管掌

平成17年５月 藤田観光㈱監査役

平成18年４月 当社代表取締役

平成18年10月 当社代表取締役社長(現)

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 杉　山　文　利 昭和26年４月26日生

昭和49年４月 当社入社

(注)４ 11

平成15年４月 エコビジネス＆リサイクルカンパ

ニーウェステック事業部長

平成15年６月 当社執行役員、エコビジネス＆リサ

イクルカンパニーウェステック事

業部長

平成17年４月 当社執行役員、エコビジネス＆リサ

イクルカンパニーバイスプレジデ

ント兼ウェステック事業部長

平成18年４月 当社執行役員、エレクトロニクスマ

テリアルズカンパニープレジデン

ト

平成18年10月 当社執行役員兼ＤＯＷＡエレクト

ロニクス㈱代表取締役社長

平成20年４月 当社執行役員・ＣＴＯ

平成20年６月 当社取締役・ＣＴＯ（現）
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取締役 大　西　賢　二 昭和27年９月３日生

昭和51年４月当社入社

(注)４ 10

平成12年４月当社エコビジネス＆リサイクルカ

ンパニーリサイクル推進室長

平成14年６月光和精鉱㈱取締役

平成18年１月当社コーポレートスタッフ人材開

発部門部長

平成18年６月当社執行役員、人材開発担当

平成20年４月当社執行役員、ＣＳＲ・環境・安全

担当

平成20年６月当社取締役（現）

取締役 山　田　健　昭 昭和33年７月27日生

昭和57年４月 当社入社

(注)４ ７

平成15年４月 当社エレクトロニクス＆メタルプ

ロセシングカンパニー電子材料事

業部長

平成18年４月 当社人事・労働部門部長

平成19年６月 当社執行役員、人事担当

平成20年４月 当社執行役員、人事・人材開発担当

平成20年６月 当社取締役（現）

取締役 藁　科　卓　也 昭和35年11月６日生

昭和58年４月 テルモ㈱入社

(注)４ ５

平成４年１月 当社入社

平成13年４月 当社経理部門部長

平成19年３月 ＤＯＷＡマネジメントサービス㈱

代表取締役社長兼当社経理・財務

部門部長

平成19年６月 当社執行役員、ＤＯＷＡマネジメン

トサービス㈱代表取締役社長兼当

社経理・財務部門部長

平成20年４月 当社執行役員、経理・財務担当兼Ｄ

ＯＷＡマネジメントサービス㈱代

表取締役社長

平成20年６月 当社取締役（現）

取締役 金　丸　健　二 昭和18年４月15日生

昭和43年４月 兼松江商㈱入社

(注)４ ３

昭和48年11月 兼松北京連絡員事務所代表

昭和55年３月 兼松天津・大連事務所開設所長

昭和58年４月 香港天松有限公司副社長

昭和63年４月 兼松本社中国室長

平成５年９月 兼松北京事務所副所長

平成６年10月 兼松本社海外事業推進部副部長

平成７年５月 ㈱兼松パーソネルサービス理事

平成８年10月 ＪＥＴＲＯ北京センター海外投資

アドバイザー

平成12年12月 日本景徳鎮㈱代表取締役社長(現)

平成18年６月 当社社外取締役(現)

平成20年３月 藤田観光㈱社外取締役（現）

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役
(常勤)

西　脇　文　男 昭和21年２月25日生

昭和43年４月 ㈱日本興業銀行入行

(注)５ ６

平成２年10月 同行市場営業部副部長

平成５年７月 興銀証券㈱取締役

平成７年６月 ㈱日本興業銀行システム管理部長

平成９年６月 同行取締役、システム企画部長

平成10年６月 同行取締役、市場リスク管理部長

平成11年６月 興銀リース㈱顧問

平成11年６月 同社常務取締役

平成16年６月 同社代表取締役専務取締役

平成17年６月 同社代表取締役副社長

平成18年６月 当社監査役(現)

監査役
(常勤)

大井田　完二 昭和20年11月25日生

昭和43年４月 当社入社

(注)６ ３

平成７年４月 同和工営㈱取締役

平成11年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役

平成14年６月 同社代表取締役専務取締役

平成15年４月 同和テクノエンジ㈱代表取締役

社長

平成19年６月 当社監査役(現)
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監査役
(常勤)

蔭　地　義　之 昭和21年10月25日生

昭和44年４月当社入社

(注)５ ７

平成元年６月 管理本部経理部経理課長

平成３年６月 管理本部経理部資金課長

平成５年６月 新素材事業本部企画室長

平成８年７月 海外ウラン資源開発㈱

平成９年６月 同社取締役

平成13年６月同社常務取締役

平成17年６月ＴＨＴサーモカンパニー

平成18年４月ＴＨＴサーモカンパニー管理本部

長 兼 経理部長

平成18年６月当社監査役(現)

監査役
(非常勤)

山　地　　敏 昭和22年10月３日生

昭和45年４月 藤田観光㈱入社

(注)７ ３

平成５年７月 同社ワシントンホテル事業部

新宿ワシントンホテル総務支配人

平成９年４月 同社経理部長

平成11年５月 同社ワシントンホテル事業部

東京ベイ有明ワシントンホテル

総支配人

平成12年４月 同社椿山荘・太閤園事業部事業管

理室長

平成14年４月 ㈱東京ビーピーエス代表取締役社

長

平成16年３月 藤田観光㈱監査役(現)

平成16年６月 当社監査役(現)

計 123
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(注) １　ＣＥＯとは、Chief Executive Officer(最高経営責任者)をあらわしています。

２　取締役金丸健二は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

３　監査役西脇文男及び山地敏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

４　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成21年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでです。

５　監査役西脇文男及び蔭地義之の任期は、平成18年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成22年３月期に

係る定時株主総会終結のときまでです。

６　監査役大井田完二の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株

主総会終結のときまでです。

７　監査役山地敏の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24年３月期に係る定時株主総

会終結のときまでです。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、監査役の補欠者１名を選任しています。監査

役の補欠者の略歴は次のとおりです。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

武　田　　　仁 昭和30年11月７日生

昭和61年４月 弁護士登録

丸の内総合法律事務所入所 (注) ―

平成８年７月 同事務所パートナー(現職)

(注)　補欠監査役の任期は、就任したときから退任した監査役の任期の満了のときまでです。

　　なお、監査役の補欠者武田仁は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充たしています。

９　当社では、経営上の重要な意思決定及び監督の機能と業務執行の機能の分離・明確化を図るために、執行役員

制度を平成12年６月29日から導入しています。

　　執行役員は11名であり、氏名及び主な担当業務は次のとおりです。

　

執行役員 技術担当 久　野　誠　一

執行役員
技術担当(現場改革プロジェクトチームリーダー)
ＤＯＷＡサーモテック㈱代表取締役社長

荻　野　峯　雄

執行役員 技術担当 名　村　　　優

執行役員 総務・法務担当 中　塩　　　弘

執行役員 企画・広報担当 富　川　　　宏

執行役員
技術担当
ＤＯＷＡテクノロジー㈱代表取締役社長

三　原　　　悟

執行役員 ＤＯＷＡメタルマイン㈱代表取締役社長 山　﨑　信　男

執行役員 ＤＯＷＡエコシステム㈱代表取締役社長 古　賀　義　人

執行役員 ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱代表取締役社長 大　塚　　　晃

執行役員 ＤＯＷＡメタルテック㈱代表取締役社長 石　橋　幸　雄

執行役員 ＤＯＷＡサーモテック㈱代表取締役副社長 雪　竹　克　也
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化を経営の最高課題の一つとして位置づけ、「Ｄ

ＯＷＡグループ価値観と行動規範」に基づき、社会への貢献とともに内部統制の効果的かつ効率的な体

制整備と運営にグループ全社をあげて取り組んでいます。

　

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の内容

当社は、平成12年４～６月に、カンパニー制の導入、ＣＥＯ（最高経営責任者）等の任命、執行役員制

の導入を行い、意思決定の迅速化と経営の効率化をすすめて、急速に変化する経営環境に対応できる経

営体制を整えるとともに、取締役会の監督機能の向上を図りました。更に、平成18年10月には、経営のさ

らなる迅速化を目指して、事業部門を分離して持株会社制に移行しました。

この間、平成15年には、定款に定める取締役の員数の枠を20名以内から15名以内に、平成18年には13

名以内に減員するとともに、任期を２年から１年に短縮して経営責任の明確化を図りました。

平成20年３月末現在の取締役は６名で、取締役会を原則として毎月１回開催しています。また、同月

末現在の執行役員は12名（取締役兼務者なし）で、経営執行会議を原則として毎月１回開催し、業務執

行状況について執行役員の情報共有化を図っています。

当社は、監査役会設置会社であり、平成20年３月末現在の監査役は４名で、うち２名は社外監査役

（うち１名は常勤）です。各監査役は、取締役の業務執行に関する監査を実施し、原則として毎月１回

開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化を図っています。

　

②　内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社及びグループ各社は、「ＤＯＷＡグループ価値観と行動規範」に則り、社会への貢献とともに内

部統制の効果的かつ効率的な体制整備と運営にグループ全社をあげて取り組んできました。一方で、会

社法の施行や証券取引法の改正など、社会のコンプライアンス重視の姿勢は強まっており、当社グルー

プへの要請も今後一層強まると思われます。

こうした中で、当社は、平成18年４月から始まった第３次中期計画の未踏の領域にある目標を達成

し、その後も成長・拡大していくため、同年10月１日をもって持株会社に移行しました。

持株会社制は、各事業グループが専門性を高めるとともに諸施策のスピードをあげて実施できる一

方で、統制システムが十分機能しない恐れがあります。

このため、当社とグループ各社が内部統制の基本方針や基本システムを共有するとともに、具体的な

活動では各社ごとの独自性を活かせるようにすることで、持株会社制にあわせた効果的かつ効率的な

内部統制を図っていきます。

更に、内部統制システムは、事業内容や社会環境の変化にあわせて見直しを続けなければならないも

のであり、当社及びグループ各社は、このシステムの整備を一層強力に進めていきます。
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（ａ）取締役に関する事項

・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「ＤＯＷＡグループ価値観と行動規範」を日常の行動規範として、事業活動を遂行します。

また、取締役会規程や職務権限規程などの社規により権限と責任を明確にするとともに、取締役の

研鑚により、法令、定款及び社会規範の遵守を徹底します。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に関する情報については、ＤＯＷＡグループ情報システム管理規則や知的財

産管理規則などの社規に従って管理します。

また、文書については、取締役会議事録を取締役会規程に従い作成・保存するほか、稟議書及びそ

の他書類を文書規則などの社規に従い作成・保存します。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各担当部署が、規則・ガイドラインの制定、マニュアルの作成・配布、取締役・社員を対象とする

研修会等を実施するとともに、内部監査を実施して、危険の最小化と緊急時の対応力向上を図りま

す。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会規程や職務権限規程などの社規により権限と責任を明確にするとともに、ＣＥＯ及び執

行役員の任命によって、取締役会の監督機能強化と意思決定の迅速化をすすめ、また、取締役の効

率的な職務執行を図ります。

また、３か年の中期計画に基づく各年度予算により、経営計画の達成度を管理します。

・社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「ＤＯＷＡグループ価値観と行動規範」を日常の行動規範として、職務を遂行します。

職務権限規程や組織規程などの社規により権限と責任を明確にするとともに、各種の社員教育と

内部監査の実施により、法令、定款及び社会規範の遵守を徹底します。

なお、法令上疑義のある行為等について社員が相談できるよう、顧問弁護士を窓口とするＤＯＷＡ

相談デスクを設置・運営しています。

・当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

取締役会規程、職務権限規程、文書規則、経理規則、資材規則、システム管理規則などの主要社規の

体系と規定項目をグループ全社で共通化することにより、各職位にある者の責任、権限、（決裁）

手続きを明確にします。

また、当社、当社から分割した事業会社、その傘下にある事業子会社の開発力、生産技術力の向上と

グループ内での横展開を知的財産の強化・活用とともに促進する技術サポート会社、及び会計、財

務、資材、システムなどの間接業務の効率性と透明性を高める事務サポート会社を設置して、企業

集団における内部統制を効果的に進めています。

更に、ＤＯＷＡネットによる情報の共有化、各社の役員・社員が参加する研修会の開催、内部監査

の実施などにより、内部統制システムの実効性を高めています。
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（ｂ）監査役に関する事項

・監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に関する事項

監査役が補助すべき社員の設置を求めた場合は、すみやかに監査役の職務について専門性を有す

る社員を配置します。

・前号の社員の取締役からの独立性に関する事項

監査役の求めに応じて補助すべき社員を設置する場合は、当該社員の選任及び人事考課について、

監査役会の意見を尊重します。

・ 取締役及び社員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

稟議書の回付及びトップミーティングによる取締役との意見交換などを実施します。

また、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した場合は、すみやかに適切

な報告を行います。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役との意見交換、重要な社員からの個別ヒアリング、事業所やグループ会社への往査などに

よって、実効性の確保を図ります。

　

更に、必要に応じて顧問弁護士や会計監査人から意見を聞くとともに、内部監査の実施や内部通報制

度によりリスク管理を徹底し、当社をはじめグループ各社の役員や社員への社内教育（新入社員研修、

マネージャー研修、トップマネジメント研修、社内報記事など）において法令遵守の重要性を啓蒙する

ことによりコンプライアンスの向上に努めています。

　

(3) 内部監査及び監査役監査の状況

当社及びグループ各社は、内部監査規則を定めており、これに基づき内部監査を実施しています。その

内容は、会計監査、法務監査、安全環境など企業活動全般に係わり、実施に当たっては当社の各部門とグ

ループ各社が連携を取り、監査対象に応じて人員を配して行っています。その監査の結果については、取

締役、監査役及び関係部署に報告しています。

各監査役は、監査役会が定めた当期の監査の方針・監査計画に従い、取締役会その他重要な会議への出

席や、取締役からその職務の執行状況について聴取するなど取締役の職務の執行を監査しています。ま

た、会計監査人の独立性を監視し、会計監査人からの監査計画の説明及び監査結果の報告などにより、会

計監査人と連携を図っています。

　

(4) 会計監査の状況

当社は、会計監査人として監査法人トーマツを選任しています。

会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりです。

　　指定社員　業務執行社員：平野　　洋

　　指定社員　業務執行社員：松浦　利治

　　指定社員　業務執行社員：長島　拓也

監査業務に係る補助者の構成は次のとおりです。

　　公認会計士６名、その他監査従事者９名　合計15名
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(5) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係

当社の社外取締役である金丸健二は、日本景徳鎮株式会社の代表取締役社長を務めており、当社は対中

投資に関するコンサルティングを受けています。また、当社の関連会社である藤田観光株式会社の取締役

を兼任していますが、当社との間に重要な取引はありません。

当社の社外監査役である西脇文男と当社との間には、記載すべき利害関係はありません。

当社の社外監査役である山地敏は、当社の関連会社である藤田観光株式会社の常勤監査役及び当社の

子会社であるＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社の社外監査役を兼任しています。なお、当社の社外

監査役である山地敏と当社の間には、記載すべき利害関係はありません。

　

(6) 取締役及び監査役に支払った報酬等の額

取締役　７名　390百万円

監査役　５名　 84百万円

(内、社外役員　３名　 43百万円)

　

(7) 会計監査人の報酬等の額

当社及び連結子会社の監査法人トーマツへの公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

は86百万円です。

上記以外の業務に基づく報酬の内容は、内部統制コンサルティングに係る業務等20百万円です。

　

(8) 取締役の定数、選任の決議要件

当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めています。また、取締役の選任決議について、株主総会に

おいて議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数の決議によって行う旨定款で定めています。なお、取締役の選任決議は、累積投票によらないも

のとする旨定款に定めています。

　

(9) 株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、同法に別段の定めがある場

合を除いて、取締役会決議で行うことができる旨を定款に定めています。これは剰余金政策の柔軟性及び

機動性を高めることを目的とするものです。

また、自己株式の取得及び中間配当を行う場合は、上記手続きにより実施するものとしています。

当社は、取締役及び監査役に期待される役割を十分に発揮させるため、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議をもって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役

（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定め

ています。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しています。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しています。

また、前連結会計年度より、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則第３号のただし書きにより、改正後の連結財務諸

表規則を早期に適用しています。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しています。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しています。

また、前事業年度より、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣

府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則第３号のただし書きにより、改正後の財務諸表等規則

を早期に適用しています。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に

基づき、みすず監査法人及び監査法人日本橋事務所により監査を受け、当連結会計年度(平成19年４月１日

から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸

表及び財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツにより

監査を受けています。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しています。

第104期連結会計年度の連結財務諸表及び第104期事業年度の財務諸表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みすず監査法人及び監査法人日本橋事務所

第105期連結会計年度の連結財務諸表及び第105期事業年度の財務諸表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査法人トーマツ
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,814 4,316

　２　受取手形及び売掛金 ※6 75,722 77,171

　３　たな卸資産 81,160 82,236

　４　繰延税金資産 2,910 4,156

　５　その他 6,768 9,588

　　貸倒引当金 △66 △46

　　流動資産合計 171,31048.6 177,42248.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※2

　　(1) 建物及び構築物 85,214 75,121

　　　　減価償却累計額 50,266 34,948 38,197 36,923

　　(2) 機械装置及び運搬具 144,258 161,174

　　　　減価償却累計額 112,37531,882 119,84941,325

　　(3) 鉱業用土地 92 77

　　　　減価償却累計額 77 15 77 0

　　(4) 一般用土地 21,204 23,044

　　(5) 建設仮勘定 7,672 7,934

　　(6) その他 9,818 10,782

　　　　減価償却累計額 8,049 1,769 8,669 2,113

　　　有形固定資産合計 97,49227.7 111,34030.3

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 1,578 860

　　(2) その他 847 1,368

　　　無形固定資産合計 2,4250.7 2,2290.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券
※1
※3

76,643 68,293

　　(2) 長期貸付金 41 29

　　(3) 繰延税金資産 2,320 6,777

　　(4) その他 2,219 2,020

　　　貸倒引当金 △154 △182

　　　投資その他の資産合計 81,07123.0 76,93820.9

　　固定資産合計 180,98851.4 190,50851.8

　　資産合計 352,299100.0 367,931100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※6 37,537 45,306

　２　短期借入金
※2
※3

55,551 38,661

　３　社債(一年内償還予定分) 10,007 7

　４　未払法人税等 13,306 13,189

　５　未払消費税等 3,127 25

　６　繰延税金負債 ― 288

　７　賞与引当金 3,002 3,563

　８　役員賞与引当金 282 477

　９　その他 14,639 12,175

　　流動負債合計 137,45439.0 113,69530.9

Ⅱ　固定負債

　１　社債 10,021 10,014

　２　長期借入金
※2
※3

39,178 72,270

　３　繰延税金負債 8,014 2,933

　４　引当金

　　(1) 退職給付引当金 12,586 12,626

　　(2) 役員退職引当金 679 723

　　(3) その他の引当金 690 13,956 1,107 14,458

　５　その他 2,397 4,278

　　固定負債合計 73,56720.9 103,95428.3

　　負債合計 211,02259.9 217,64959.2
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 36,43610.3 36,4369.9

　２　資本剰余金 26,3687.5 26,3677.1

　３　利益剰余金 57,05216.2 75,46920.5

　４　自己株式 △2,250△0.6 △2,624△0.7

　　　株主資本合計 117,60733.4 135,64936.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
      評価差額金

19,2195.4 7,8542.1

　２　繰延ヘッジ損益 294 0.1 1,0470.3

　３　為替換算調整勘定 △336△0.1 △348△0.1

　　　評価・換算差額等合計 19,1775.4 8,5532.3

Ⅲ　少数株主持分 4,4911.3 6,0781.7

　　　純資産合計 141,27640.1 150,28140.8

　　　負債純資産合計 352,299100.0 367,931100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 458,701100.0 475,826100.0

Ⅱ　売上原価 ※6 383,13683.5 399,90184.0

　　　売上総利益 75,56416.5 75,92416.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　支払運賃 3,096 2,774

　２　販売手数料 603 618

　３　役員報酬 1,129 1,322

　４　給料手当 5,068 5,540

　５　福利厚生費 1,182 1,352

　６　賞与引当金繰入額 704 820

　７　退職給付費用 503 570

　８　役員退職引当金繰入額 186 207

　９　賃借料 612 648

　10　租税公課 1,185 1,006

　11　旅費交通費 1,234 1,386

　12　減価償却費 589 656

　13　開発研究費 ※1 4,689 7,996

　14　のれん償却額 618 717

　15　その他 5,426 26,8305.9 5,985 31,6056.7

　　　営業利益 48,73310.6 44,3199.3

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 728 498

　２　受取配当金 491 901

　３　持分法による投資利益 3,000 2,059

　４　受取賃貸料 141 218

　５　その他 1,360 5,7211.2 2,132 5,8111.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 1,654 2,167

　２　為替差損 105 301

　３　賃貸設備管理費 502 472

　４　その他 2,474 4,7371.0 2,300 5,2411.1

　　　経常利益 49,71710.8 44,8889.4
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 ― 1,714

　２　固定資産売却益 ※2 3,258 523

　３　保険金収入 ― 356

　４　貸倒引当金戻入益 346 ―

　５　その他 531 4,1360.9 233 2,8270.6

Ⅶ　特別損失

　１　事業整理損失 ※7 ― 1,746

　２　環境対策費 ― 1,101

　３　事業転換損失 ※8 ― 1,088

　４　投資有価証券評価損 ― 618

　５　固定資産除却損 ※5 862 497

　６　関係会社株式売却損 579 409

　７　減損損失 ※3 69 266

　８　固定資産売却損 ※4 2,581 8

　９　事業転換に伴う
　　　固定資産臨時償却等

1,986 ―

　10　たな卸資産評価損 ※6 522 ―

　11　その他 1,234 7,8361.7 849 6,5871.4

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

46,01710.0 41,1298.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

19,286 19,147

　　　法人税等調整額 △485 18,8014.1 △3,700 15,4463.2

　　　少数株主利益 878 0.2 1,1620.2

　　　当期純利益 26,3375.7 24,5205.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 36,436 26,368 35,079 △ 2,249 95,634

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　(注) ― ― △ 4,252 ― △ 4,252

　役員賞与　(注) ― ― △ 　108 ― △ 　108

　当期純利益 ― ― 26,337 ― 26,337

　自己株式の取得 ― ― ― △  　12 △ 　 12

　持分法適用会社の持分比率
　変更による自己株式の減少

― ― ― 12 12

　新規連結による剰余金減少 ― ― △　 　3 ― △ 　　3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 21,973 △ 　　0 21,972

平成19年３月31日残高(百万円) 36,436 26,368 57,052 △ 2,250 117,607

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 22,112 ― △ 　426 21,686 3,833 121,154

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　(注) ― ― ― ― ― △ 4,252

　役員賞与　(注) ― ― ― ― ― △　 108

　当期純利益 ― ― ― ― ― 26,337

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △　  12

　持分法適用会社の持分比率
　変更による自己株式の減少

― ― ― ― ― 12

　新規連結による剰余金減少 ― ― ― ― ― △　 　3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 2,893 294 90 △ 2,508 657 △ 1,851

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 2,893 294 90 △ 2,508 657 20,121

平成19年３月31日残高(百万円) 19,219 294 △　 336 19,177 4,491 141,276

(注)　平成18年３月期に係る定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 36,436 26,368 57,052 △ 2,250 117,607

当連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当   ―   ―  △ 6,075   ―  △ 6,075

　当期純利益   ―   ―  24,520   ―  24,520

　自己株式の取得   ―   ―   ―  △    13  △    13

　自己株式の処分   ―  △     0   ―  2  1

　持分法適用会社の持分比率
　変更による自己株式の増加

  ―   ―   ―  △   363  △   363

　持分法適用会社の自己株式
　処分による剰余金の増加

  ―   ―  3   ―  3

　新規連結による剰余金の増加   ―   ―  47   ―  47

　連結除外による剰余金の減少   ―   ―  △    79   ―  △    79

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

  ―   ―   ―   ―   ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

  ―  △     0  18,417  △   374  18,041

平成20年３月31日残高(百万円)  36,436  26,367  75,469  △ 2,624  135,649

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 19,219 294 △   336 19,177 4,491 141,276

当連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― ―  △ 6,075

　当期純利益 ― ― ― ― ―  24,520

　自己株式の取得 ― ― ― ― ―  △    13

　自己株式の処分 ― ― ― ― ―  1

　持分法適用会社の持分比率
　変更による自己株式の増加

― ― ― ― ―  △   363

　持分法適用会社の自己株式
　処分による剰余金の増加

― ― ― ― ―  3

　新規連結による剰余金の増加 ― ― ― ― ―  47

　連結除外による剰余金の減少 ― ― ― ― ―  △    79

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

 △11,365  752  △    11 △10,624  1,587  △ 9,036

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

 △11,365  752  △    11 △10,624  1,587  9,005

平成20年３月31日残高(百万円)  7,854  1,047  △   348  8,553  6,078  150,281
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 46,017 41,129

　２　減価償却費 9,897 13,830

　３　減損損失 69 266

　４　のれん償却額の純額 596 475

　５　貸倒引当金の増減額 △315 45

　６　その他の引当金の増加額 703 1,306

　７　受取利息及び受取配当金 △1,219  △1,400

　８　支払利息 1,654 2,167

　９　為替差益 △50 △2

　10　持分法による投資利益 △3,000 △2,059

　11　固定資産売却益 △3,258 △523

　12　固定資産売却損 2,581 8

　13　固定資産除却損 862 497

　14　投資有価証券売却損益 575 △1,304

　15　事業整理損失 ― 1,143

　16　事業転換損失 ― 473

　17　事業転換に伴う固定資産臨時償却等 1,986 ―

　18　売上債権の増減額 △28,427 212

　19　たな卸資産の増減額 △11,275 3,376

　20　仕入債務の増加額 7,503 3,445

　21　未払消費税等の増減額 621 △2,941

　22　役員賞与の支払額 △112 △469

　23　その他 3,020 1,324

　　　　小計 28,430 61,001

　24　利息及び配当金の受取額 1,543 2,302

　25　利息の支払額 △1,587 △2,067

　26　法人税等の支払額 △14,685 △20,837

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 13,700 40,398
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △20,205 △27,833

　２　有形固定資産の売却による収入 7,499 2,576

　３　投資有価証券の取得による支出 △10,034 △6,095

　４　投資有価証券の売却による収入 24 2,239

　５　関係会社株式（追加）取得による支出 △1,260 △6,539

　６　関係会社株式の売却による収入 530 99

　７　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
　　　取得による支出

△2,015 △3,640

　８　貸付けによる支出 △567 △552

　９　貸付金の回収による収入 1,665 663

　10　その他 △24 △57

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △24,387 △39,138

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 11,733 △20,781

　２　長期借入れによる収入 8,935 50,200

　３　長期借入金の返済による支出 △13,461 △14,940

　４　社債の償還による支出 △3,007 △10,007

　５　社債の発行による収入 10,000 ―

　６　自己株式の取得による支出 △12 △13

　７　自己株式の売却による収入（注） ― 1

　８　配当金の支払額 △4,254 △6,070

　９　少数株主への配当金の支払額 △146 △146

　10　ファイナンス・リース債務の増加額 ― 198

　11　リース債務の返済による支出 △151 △262

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 9,634 △1,820

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 24 △14

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △1,027 △575

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 5,813 4,792

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び
    現金同等物の増加

6 420

Ⅷ　連結除外に伴う現金及び
    現金同等物の減少

― △343

Ⅸ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,792 4,294

(注)　自己株式の売却による収入は、単元未満株式の買増しによるものです。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 １　連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　　　48社 　　連結子会社の数　　　　48社

　　連結子会社は、有価証券報告書の「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載しているため省略してお

ります。

　　同左

　　なお、平成18年10月１日において、同和鉱業㈱は、

「DOWAメタルマイン㈱」、「DOWAエコシステム㈱」、

「DOWAエレクトロニクス㈱」、「DOWAメタルテック

㈱」、「DOWAサーモテック㈱」、「エコシステム山陽

㈱」、「エコシステム岡山㈱」、「DOWAエレクトロニク

ス岡山㈱」、「DOWAパワーデバイス㈱」、「DOWAサーモ

エンジニアリング㈱」との間に締結した吸収分割契約

により分社型分割を行い持株会社になると同時に、商

号をDOWAホールディングス㈱に変更しております。

　　また、前連結会計年度まで非連結子会社であった同和

テクノロジー㈱は、重要性が増したため、㈱セムは当連

結会計年度において新たに株式を購入したため、当連

結会計年度から連結の範囲に含めております。

　　さらに、平成18年10月１日において、パルス建設コンサ

ルタント㈱は、昭和開発工業㈱を吸収合併し商号を昭

和開発工業㈱に変更しております。

　　上記以外の子会社のうち、卯根倉鉱業㈱ほか計20社(休

眠会社静狩金山㈱ほか計３社を含む。) の合計の総資

産、売上高、当期純損益 (持分に見合う額) 及び利益剰

余金 (持分に見合う額) 等は、連結総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも僅少であ

り、全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼさな

いため非連結子会社としております。

　　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった蘇州

同和資源綜合利用有限公司及び同和金属材料（上海）

有限公司は重要性が増したため、DOWAメタニクス㈱は

当連結会計年度において新たに株式を購入したため、

当連結会計年度から連結の範囲に含めています。

　　また、当連結会計年度において、前連結会計年度まで連

結子会社であった秋田地熱エネルギー㈱及び同和工営

㈱の清算決議をしましたが、清算決議時までの損益を

連結しており、更に、昭和開発工業㈱の全発行済株式を

同社の経営陣に売却しましたが、株式売却時までの損

益を連結しています。

　　上記以外の子会社のうち、卯根倉鉱業㈱ほか計20社(休

眠会社静狩金山㈱ほか計３社を含む。) の合計の総資

産、売上高、当期純損益 (持分に見合う額) 及び利益剰

余金 (持分に見合う額) 等は、連結総資産、連結売上

高、連結当期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも

僅少であり、全体として連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため非連結子会社としています。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　持分法の適用に関する事項

　　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則の一部を改正する省令」(昭和56年４月22日大蔵省

令第21号)に基づき、持分法を適用しております。

２　持分法の適用に関する事項

　　同左

　(1) 持分法の範囲に関する事項

　　　持分法を適用した会社は下記の９社であり、いずれも

関連会社であります。

　　藤田観光㈱、小名浜製錬㈱、光和精鉱㈱、日本アンホ火

薬製造㈱、日本鋳銅㈱、Minera Tizapa,S.A. de C.

V.、㈱岡山臨港、㈱アシッズ、竹内金属箔粉工業㈱

　　　なお、当連結会計年度において前連結会計年度まで持

分法適用会社であった東宇熱処理工業㈱の全所有株

式を売却したため当連結会計年度については持分法

の範囲から除外しております。

　　　卯根倉鉱業㈱ほか非連結子会社計20社(休眠会社静狩

金山㈱ほか計３社を含む。) 及び京都エレックス㈱

ほか関連会社計９社の合計の当期純損益 (持分に見

合う額）及び利益剰余金 (持分に見合う額) 等は、

連結当期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも

僅少であり、全体として連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため持分法を適用しておりません。

　　　また、これらの会社に対する投資については原価法に

より評価しております。

　(1) 持分法の範囲に関する事項

　　　持分法を適用した会社は下記の10社であり、いずれも

関連会社です。

　　藤田観光㈱、小名浜製錬㈱、光和精鉱㈱、日本アンホ火

薬製造㈱、日本鋳銅㈱、Minera Tizapa,S.A.　de C.

V.、㈱岡山臨港、㈱アシッズ、竹内金属箔粉工業㈱、

DOWAオーリンメタル㈱

　　　なお、DOWAオーリンメタル㈱は当連結会計年度におい

て新たに株式を購入したため、当連結会計年度から

持分法を適用しています。

　　　卯根倉鉱業㈱ほか非連結子会社計20社(休眠会社静狩

金山㈱ほか計３社を含む。) 及び京都エレックス㈱

ほか関連会社計９社の合計の当期純損益 (持分に見

合う額）及び利益剰余金 (持分に見合う額) 等は、

連結当期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも

僅少であり、全体として連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため持分法を適用していません。

　　　また、これらの会社に対する投資については原価法に

より評価しています。

　(2) 投資差額に関する事項

　　　持分法適用会社に対する投資の連結貸借対照表計上

額と、当該会社の純資産に対する連結持分額との差

額は発生時より５年以内で均等償却することにして

おります。

　(2) 投資差額に関する事項

　　　同左

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　連結子会社のうち、Dowa THT America,Inc.の決算日は

12月31日でしたが、当連結会計年度において決算日を

３月31日に変更しております。

　　その結果、Dowa THT America,Inc.については15か月の

数値を使用して連結財務諸表を作成しております。

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　連結子会社のうち、同和金属材料（上海）有限公司及

び蘇州同和資源綜合利用有限公司の決算日は12月31日

です。連結財務諸表の作成にあたっては、両社の決算日

の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っています。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　 (持分法非適用の非連結子会社株式及び関連会社

株式)

　　　　　………移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　 (持分法非適用の非連結子会社株式及び関連会社

株式)

　　　　　………同左

　　　　その他有価証券(時価のあるもの)

　　　　　………市場価格等に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しており

ます。)

　　　　その他有価証券(時価のあるもの)

　　　　　………同左

　　　　その他有価証券(時価のないもの)

　　　　　………移動平均法による原価法

　　　　その他有価証券(時価のないもの)

　　　　　………同左

　　②　デリバティブ………時価法 　　②　デリバティブ………同左

　　③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）によっております。

　　　　金・銀・銅・鉛・亜鉛・プラチナ・

　　　　パラジウム・ロジウム・カドミウム

　　　　　………先入先出法

　　③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）によっています。

　　　　金・銀・銅・鉛・亜鉛・プラチナ・

　　　　パラジウム・ロジウム・カドミウム等

　　　　　………同左

　　　その他の主要なたな卸資産

　　　　　………移動平均法及び個別法

（会計処理の変更）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）が平成

20年3月31日以前に開始する連結会計年度に係る連結財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ621百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント

情報）に記載しております。

　　　その他の主要なたな卸資産

　　　　　………同左

―――――――
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(鉱業用土地を除く。)の減価償却

の方法

　　　　　………定率法

　　　　　　　　 ただし、平成10年４月１日以後取得した建物

(建物付属設備を除く。)については定

額法

　　　　　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(鉱業用土地を除く。)の減価償却

の方法

　　　　　………同左

――――――― （会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、連結営

業利益が599百万円、連結経常利益及び税金等調整前当

期純利益が602百万円それぞれ減少しています。

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント

情報）に記載しています。

――――――― （追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

います。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、連結営

業利益が734百万円、連結経常利益が778百万円、税金等

調整前当期純利益が725百万円それぞれ減少していま

す。

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント

情報）に記載しています。

　
最終処理施設及び鉱業用土地の減価償却の方

法

　　　　　………生産高比例法

最終処理施設及び鉱業用土地の減価償却の方

法

　　　　　………同左

無形固定資産(ソフトウェアを除く。)の減価償

却の方法

　　　　　………定額法

                  なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

無形固定資産(ソフトウェアを除く。)の減価償

却の方法

　　　　　………同左

自社利用のソフトウェアの減価償却の方法

………社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法

自社利用のソフトウェアの減価償却の方法

　　　　　………同左

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　(3) 重要な引当金の計上基準

　　　貸倒引当金

　　　　………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については過去の一定期間における

貸倒実績から算出した貸倒実績率により

計上し、貸倒懸念債権など特定の債権に

ついては個別に債権の回収可能性を検討

し回収不能見込み額を計上しておりま

す。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　　貸倒引当金

　　　　………同左

　　　賞与引当金

　　　　………従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

　　　賞与引当金

　　　　………同左

　　　役員賞与引当金

　　　　………役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込み

額に基づき、当連結会計年度に見合う分

を計上しております。

　　　役員賞与引当金

　　　　………役員に対して支給する賞与（業績連動報酬の

業績連動部分を含む）の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額

に基づき、当連結会計年度に見合う分を

計上しています。

（会計処理の変更）

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第4号）を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利

益、経常利益、税金等調整前当期純利益がそれぞれ282百

万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント

情報）に記載しております。

―――――――

　

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

 67/131



　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　　退職給付引当金

　　　　………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資

産の時価に基づき計上しております。

年金資産の期待運用収益と実際の成果と

の差異などにより発生した数理計算上の

差異については、主として発生の翌連結

会計年度以降、定額法により５年間での

按分額を営業費用に計上しております。

また、退職金規程の改定などにより発生

した過去勤務債務については、主として

発生した連結会計年度より定額法により

５年間での按分額を営業費用に計上して

おります。

　　　退職給付引当金

　　　　………同左

　　　役員退職引当金

　　　　………親会社と連結子会社の一部は役員退職慰労金

支出に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

　　　役員退職引当金

　　　　………連結子会社の一部は役員退職慰労金支出に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しています。

（追加情報）

当社は、平成18年６月28日開催の第103回定時株主総

会決議により役員退職慰労金制度を廃止しております。

なお、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　平成19年４月

13日　監査・保証実務委員会報告第42号）に基づき、株

主総会承認済み役員退職慰労金で支払いを留保してい

るものを、固定負債「その他」に含めて表示しておりま

す。

―――――――

　　　金属鉱業等鉱害防止引当金

　　　　………特定施設の使用終了後の鉱害防止事業に備え

るため、金属鉱業等鉱害対策特別措置法

の規定による積立金相当額を計上し、固

定負債の「その他の引当金」に含めて表

示しております。

　　　金属鉱業等鉱害防止引当金

　　　　………同左

　　　環境対策引当金

　　　　………「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

推進に関する特別措置法」（平成13年6

月12日　法律第65号）の規定によるポリ

塩化ビフェニル廃棄物の処分費用に充て

るため、当連結会計年度末における処理

費用の見積額を計上し、固定負債の「そ

の他の引当金」に含めて表示しておりま

す。

　　　環境対策引当金

　　　　………同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

　　　外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の直物相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社などの資産・負債及び収益

・費用は在外子会社などの決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

　(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

　　　同左

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理を採用しておりま

すが、借入金利息に対する金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要件を充たしているため特例

処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　　ａ　ヘッジ手段……金利スワップ取引

　　　　　ヘッジ対象……借入金利息

　　　ｂ　ヘッジ手段……非鉄金属先渡取引

　　　　　ヘッジ対象……たな卸資産の販売・購入額

　　③　ヘッジ方針

為替変動、金利変動、商品価格変動等の相場変

動によるリスク回避を目的として、対象物の範囲

内で個々の取引ごとにヘッジしております。

　　③　ヘッジ方針

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　④　ヘッジ有効性評価の方法等

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ

手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額

などを基礎にして、毎月ヘッジ取引を統括する会

議において評価しております。

また、連結子会社については、毎月親会社に運

用評価状況を報告しております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法等

同左

　(7) 繰延資産の処理方法

　　　社債発行費

　　　　支出時に全額費用として処理しております。

（会計処理の変更）

社債発行費については、従来、商法施行規則に基づき

３年以内に均等額以上を償却する方法を採用しており

ましたが、当連結会計年度より支出時に全額費用処理す

る方法に変更しております。

この変更は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取

扱い」(企業会計基準委員会 平成18年8月11日 実務対

応報告第19号)が公表され、社債発行費は支出時に費用

処理することが原則であると明記されたため、これを機

に処理方法の見直しを行い、財務体質の健全化を図るた

めに行ったものであります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、経常利

益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ43百万円減

少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、軽微でありま

す。

　

―――――――

　(8) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税については、税抜方式によって

おります。

　(7) 消費税等の会計処理

　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれんは定額法により償却しております。

　　また、償却期間は個々の超過収益力を勘案し20年以内

の一定の年数で処理しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれん及び負ののれんは定額法により償却していま

す。また、償却期間は個々の超過収益力を勘案し20年以

内の一定の年数で処理しています。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得時から３か月以内に償還期限の到来する定

期預金などの短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

136,490百万円であります。

また、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

―――――――

（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成　17

年12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12月27日企業会計基準

適用指針第10号）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は次のとおりであります。

（連結貸借対照表）

「連結調整勘定」は当連結会計年度から「のれん」

として表示しております。

（連結損益計算書）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

「連結調整勘定償却額」は当連結会計年度から「の

れん償却額」として表示しております。

―――――――
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

一部改正）

当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）

及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会最終改正平成

18年８月11日　企業会計適用指針第２号）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表の表

示に関する変更は次のとおりであります。

前連結会計年度において資本に対する控除項目とし

て「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当連結会計年度から株主資本に対する控除項目

として「株主資本」の末尾に表示しております。
　

―――――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「給与

手当」に含めて表示していた「役員報酬」は、より詳細

な開示情報を提供するため当連結会計年度より区分掲

記する方法に変更しております。なお、前連結会計年度

における「役員報酬」は、1,168百万円であります。

―――――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券 24,794百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりです。

投資有価証券 30,190百万円

※２　固定資産のうち下記(1)の資産については、工場財

団を組成し、(2)の資産とともに短期借入金 717百

万円、長期借入金 1,645百万円の担保に提供して

おります。

※２　固定資産のうち下記(1)の資産については、工場財

団を組成し、(2)の資産とともに短期借入金　　268

百万円、長期借入金1,159百万円の担保に提供して

います。

(1) 建物及び構築物 410百万円

機械装置及び運搬具 504　〃

土地 29　〃

その他 11　〃

計 955　〃
　

(1) 建物及び構築物 104百万円

機械装置及び運搬具 260　〃

土地 24　〃

その他 0　〃

計 　389　〃
　

(2) 建物及び構築物 1,677百万円

機械装置及び運搬具 1,382　〃

土地 610　〃

その他 0　〃

計 3,671　〃

(2) 建物及び構築物 1,556百万円

機械装置及び運搬具 1,083　〃

土地 583　〃

その他 10　〃

計 3,235　〃
　

※３　投資有価証券のうち23,812百万円は、短期借入金

 7,375百万円、長期借入金26,883百万円の物上保

証として担保に提供しております。

※３　投資有価証券のうち14,272百万円は、短期借入金

6,684百万円、長期借入金33,191百万円の物上保証

として担保に提供しています。

　４　保証債務

　　　　下記の会社の銀行借入金に対して保証を行っており

ます。

蘇州同和資源綜合利用有限公司 91百万円

卯根倉鉱業㈱ 91　〃

計 183　〃
　
　　　　上記には、外貨建保証債務 6,000千元(91百万円)が

含まれております。

　４　保証債務

　　　　下記の会社の銀行借入金に対して保証を行っていま

す。

小名浜製錬㈱ 1,850百万円

TDパワーマテリアル㈱ 385　〃

卯根倉鉱業㈱ 181　〃

計 2,417　〃
　

　５　債権流動化に伴う偶発債務は、次のとおりでありま

す。

買戻し義務 1,355百万円

　５　債権流動化に伴う偶発債務は、次のとおりです。

買戻し義務 825百万円

※６　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日を持って決済処理しております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれております。

受取手形 1,051百万円

支払手形 923百万円

※６　　　　　　　―――――――

　７　　　　　　　――――――― 　７　連結貸借対照表上に計上したたな卸資産の他に受寄

等による銀地金が2,352百万円（連結会計年度末

の時価で換算）あります。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額は、 4,384 百万円であり、販売費

及び一般管理費の「開発研究費」に含めておりま

す。

※１　研究開発費の総額は、7,309 百万円であり、販売費

及び一般管理費の「開発研究費」に含めていま

す。

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

港区土地 1,201百万円

旧中央研究所土地(八王子市) 1,991　〃

立川町土地 34　〃

その他 30　〃

計 3,258　〃

　

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

岡山市土地 468百万円

その他 55　〃

計 523　〃

　

※３　当社グループは次の資産グループについて、減損処

理損失を計上しております。

種類 場所 用途
減損損失
（百万円）

土地 九州地域 遊休 27

〃 中国地域 〃 3

〃 甲信越地域 〃 1

〃 東北地域 〃 37

※３　当社グループは次の資産グループについて、減損処

理損失を計上しています。

種類 場所 用途
減損損失
（百万円）

土地 九州地域 遊休 54

〃 中国地域 〃 178

〃 関西地域 〃 0

〃 関東地域 〃 32

〃 東北地域 〃 1

計 266

　
当社グループは、主として事業グループ単位を資

産グループとし、遊休資産は個々の資産グループと

して取り扱っております。

一部の資産について、市場価格が下落したため、帳

簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失（69百万円）として特別損失に計上しており

ます。

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、時価については不動産鑑定

評価額等合理的に算定された評価額に基づいて算定

しております。

当社グループは、主として事業グループ単位を資

産グループとし、遊休資産は個々の資産グループと

して取り扱っています。

一部の資産について、市場価格が下落したため、帳

簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失（266百万円）として特別損失に計上してい

ます。

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、時価については不動産鑑定

評価額等合理的に算定された評価額に基づいて算定

しています。

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

岡山市土地 2,493百万円

その他 87　〃

計 2,581　〃

　

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

DOWA IPクリエイション

製造設備
5百万円

その他 2　〃

計 8　〃

　
※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

岡山硫酸設備 77百万円

電気炉材料投入装置等

（同和メタル）
81　〃

その他 703　〃

計 862　〃
　

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

小坂製錬製造設備 118百万円

その他 379　〃

計 497　〃

　

※６　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。

売上原価 1,494百万円

特別損失 522　〃

計 2,017　〃
　

※６　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額は次のとおりです。

売上原価 1,486百万円

　

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

 74/131



※７　　　　　　　――――――― ※７　事業整理損失の内訳は次のとおりです。

地熱事業撤退損失 1,239百万円

土木・建設事業撤退損失 507　〃

計 1,746　〃

　
※８　　　　　　　―――――――

 

※８　事業転換損失の内容は、小坂製錬㈱における新型炉

建設に伴う旧設備の撤去費用等です。

　

次へ
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 303,790,809 ― ― 303,790,809

　

２　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,892,444 11,874 17,070 3,887,248

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 11,874株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　関連会社の持分変動による減少 17,070株

　

３　新株予約権等に関する事項

　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成18年
新株予約権

普通株式 ― 15,188,998 ― 15,188,998 ―

合計 ― 15,188,998 ― 15,188,998 ―

(注) １　目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２　平成18年新株予約権の増加は、発行によるものであります。

３　平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日
定時株主総会

普通株式 4,252 14平成18年３月31日 平成18年６月29日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 6,075 20平成19年３月31日 平成19年６月28日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 303,790,809 ― ― 303,790,809

　

２　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,887,248 636,915 2,125 4,522,038

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりです。

　持分法適用会社の持分比率変更による増加 626,063株

　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　 10,852株

減少数の内訳は、次のとおりです。

　単元未満株式の買増しによる減少 2,125株

　

３　新株予約権等に関する事項

　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成18年
新株予約権

普通株式 15,188,998 ― ― 15,188,998 ―

合計 15,188,998 ― ― 15,188,998 ―

(注) １　目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しています。

なお、当連結会計年度末現在では、新株予約権が行使されるときに発行される株式の数は、15,188,998株より

減少することが見込まれます。これらの詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（２）新

株予約権の状況」に記載のとおりです。

２　平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来していません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月14日
取締役会

普通株式 6,075 20平成19年３月31日 平成19年６月28日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 6,075 20平成20年３月31日 平成20年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 4,814百万円

計 4,814　〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △22　〃

現金及び現金同等物 4,792　〃

　　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 4,316百万円

計 4,316　〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △22　〃

現金及び現金同等物 4,294　〃

　　
　２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の内訳

　㈱セム(平成18年９月30日現在)

流動資産 1,521百万円

固定資産 2,296　〃

流動負債 1,313　〃

固定負債 684　〃

　２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の内訳

　DOWAメタニクス㈱(平成19年10月１日現在)

流動資産 7,911百万円

固定資産 5,907　〃

流動負債 6,176　〃

固定負債 2,250　〃

　
　３　　　　　　　―――――――  ３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の内訳

　昭和開発工業㈱(平成20年２月29日現在)

流動資産 1,379百万円

固定資産 364　〃

流動負債 1,251　〃

固定負債 ―　〃
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借手側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借手側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具

その他 合計

百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 1,407 462 1,870

減価償却累計額
相当額

530 161 691

期末残高相当額 877 301 1,178

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具

その他 合計

百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 2,476 654 3,131

減価償却累計額
相当額

1,347 255 1,602

期末残高相当額 1,129 399 1,528

　　
　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高などに占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　(注)　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 314百万円

１年超 866　〃

合計 1,180　〃
　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 465百万円

１年超 1,063　〃

合計 1,528　〃
　　

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高な

どに占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。
　　

　(注)　同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 339百万円

減価償却費相当額 339百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 473百万円

減価償却費相当額 473百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　同左

２　オペレーティング・リース取引

(借手側)

　(リース期間の中途においてリース契約を解除するこ

とができるものを除く。)

　 未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 3　〃

合計 6　〃
　

２　オペレーティング・リース取引

(借手側)

　(リース期間の中途においてリース契約を解除するこ

とができるものを除く。)

　 未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 4　〃

合計 9　〃
　

　

(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 11,632 42,234 30,602

(2) その他 ― ― ―

小計 11,632 42,234 30,602
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連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 5,514 5,419 △94

(2) その他 ― ― ―

小計 5,514 5,419 △94

合計 17,146 47,654 30,507

(注)　当連結会計年度において、減損処理は行っておりません。なお、株式の減損処理について当社グループが採用して

いる基準は次のとおりであります。

時価もしくは実質価額が50％以上下落の場合は、減損処理を行っております。

ただし、時価もしくは実質価額が取得原価まで回復する見込みがあることを合理的な根拠をもって予測できる場

合には、減損処理の対象外としております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

24百万円 5百万円 1百万円

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　　　その他有価証券

非上場株式 4,130百万円

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

①債券 １年超５年以内

国債・地方債等 2 百万円

社債 10

その他 ―

②その他 ―

合計 12
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 6,230 21,836 15,606

(2) その他 ― ― ―

小計 6,230 21,836 15,606

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 15,807 11,996 △3,810

(2) その他 ― ― ―

小計 15,807 11,996 △3,810

合計 22,037 33,833 11,795

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて597百万円、時価のないものについて21百万

円減損処理を行っています。なお、株式の減損処理について当社グループが採用している基準は次のとおりです。

時価もしくは実質価額が50％以上下落の場合は、減損処理を行っています。

ただし、時価もしくは実質価額が取得原価まで回復する見込みがあることを合理的な根拠をもって予測できる場

合には、減損処理の対象外としています。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

2,239百万円 1,716百万円 0百万円

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　　　その他有価証券

非上場株式 4,204百万円

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

①債券 １年以内

国債・地方債等 2 百万円

社債 10

その他 ―

②その他 ―

合計 12

　

(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(1) 取引の内容・取引の利用目的

　　外貨建による製品の販売及びたな卸資産(主として輸

入原料)の購入に係る為替相場の変動によるリスクを

回避する目的で、為替予約取引を利用しております。

　　非鉄金属相場の影響を受ける原料・製品などの価格変

動によるリスクを回避する目的で、非鉄金属先渡取引

を利用しております。

　　借入金に係る金利変動によるリスクを回避する目的

で、金利スワップ取引を利用しております。

　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を適用

しております。ヘッジ会計の方法については、「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理

基準に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」に記

載しているため省略しております。

(1) 取引の内容・取引の利用目的

　　同左

(2) 取引に対する取組方針

　　非鉄金属先渡取引及び為替予約取引については、相場

変動によるリスクを回避する(ヘッジ)目的で、対象物

の範囲内に限定してデリバティブ取引を利用すること

としており、また、為替予約取引及び金利スワップ取引

については資金調達費用を軽減する目的で、借入金の

範囲内でデリバティブ取引を利用することとしており

ます。

　　なお、デリバティブ取引には、短期的な売買差益を獲得

する目的(トレーディング目的)や投機目的のものはあ

りません。

(2) 取引に対する取組方針

　　同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　非鉄金属先渡取引は非鉄金属相場の変動によるリスク

を、為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを、そ

れぞれ有しております。

　　なお、取引の対象物の価格変動に対する当該取引の時

価の変動率が大きい特殊な取引(レバレッジの効いた

デリバティブ取引)は利用しておりません。

　　また、取引の契約先はいずれも信用度の高い商社、大企

業傘下のブローカー及び銀行であり、相手方の契約不

履行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。

(3) 取引に係るリスクの内容

　　同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　親会社では、営業取引に係る非鉄金属先渡取引及び為

替予約取引については、毎月ヘッジ取引を統括する取

締役及び各事業部門長の出席する会議において取引の

運用状況の報告及び取組方針の決定が行われ、これを

受け、取引限度額、取引手続き、報告手続きなどを定め

た社内規程に基づき取引及び管理が行われておりま

す。財務取引に係る為替予約取引及び金利スワップ取

引については、取引限度額、取引手続き、報告手続きな

どを定めた社内規程に基づき取引及び管理が行われて

おります。

　　また、連結子会社についても、毎月親会社への運用状況

の報告を行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　同左

(5) 契約額・時価等についての補足説明

　　非鉄金属の先渡取引及び為替予約取引は相場の変動に

よるリスクを回避する(ヘッジ)ための取引であり、当

該デリバティブ取引の評価損に相当する繰延ヘッジ損

益が生じております。

(5) 契約額・時価等についての補足説明

　　同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

前連結会計年度のデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため開示対象は

ありません。

　

当連結会計年度末(平成20年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

商品関連

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

非鉄金属先渡取引

　買建

　　亜鉛 47 ― 46 　△1

　　銅 842 ― 839 △3

　売建

　　金 87 ― 84 3

　　銀 319 ― 310 9

　　亜鉛 425 ― 394 30

　　銅 5,438 ― 5,455 △17

合計 　― 　― 　― 21

(注) １　時価は商品先物市場等における連結会計年度末現在の先物相場を元に算出しています。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は開示の対象から除いています。

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社42社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用して

います。また、従業員の退職などに際して、退職給付会計に準拠した計算による退職給付債務の対象外とさ

れる割増退職金を支払う場合があります。

当連結会計年度において、秋田地熱エネルギー㈱及び同和工営㈱の清算を決議しましたが、清算決議まで

の退職給付費用を勤務費用に含め、また、新たに取得したＤＯＷＡメタニクス㈱を連結の範囲に含めていま

す。その結果、当連結会計年度末の適格退職年金制度及び退職一時金制度を併用している会社は、当社及び

連結子会社13社、退職一時金制度のみを採用している会社は連結子会社29社となりました。
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２　退職給付債務に関する事項

前連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成20年３月31日現在)

①　退職給付債務 △15,127百万円 △15,024百万円

②　年金資産 2,796〃 2,595〃

③　未積立退職給付債務(①＋②) △12,331〃 △12,428〃

④　未認識数理計算上の差異 △189 〃 △143 〃

⑤　未認識過去勤務債務(債務の増額)
　　(注)１  

△12 〃 △42 〃

⑥　連結貸借対照表計上額純額
　　(③＋④＋⑤)  

△12,532〃 △12,614〃

⑦　前払年金費用 53 〃 12 〃

⑧　退職給付引当金(⑥－⑦) △12,586〃 △12,626〃

　
(注) １　当社において退職金規程が改訂されたことに伴い発生した過去勤務債務(債務の増額)の償却です。

２　連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、分社型分割により新たに連結子会社となった会社は原則法を採用

し、その他の連結子会社は簡便法を採用しています。

　

３　退職給付費用に関する事項

前連結会計年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自平成19年４月１日
至平成20年３月31日)

①　勤務費用(注)１ 1,160百万円 1,563百万円

②　利息費用 218 〃 224 〃

③　期待運用収益 △16 〃 △19 〃

④　数理計算上の差異の費用処理額 222 〃 32 〃

⑤　過去勤務債務の費用処理額(注)２ 50 〃 32 〃

⑥　退職給付費用
　　(①＋②＋③＋④＋⑤)  

1,636〃 1,833〃

　
(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しています。

２　「２　退職給付債務に関する事項」(注)１に記載の過去勤務債務に係る費用処理額です。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成20年３月31日現在)

①　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準
　

　　同左
　

②　割引率 2.5％ 　　同左

③　期待運用収益率 主として1.25％ 　　同左

④　過去勤務債務の額の
　　処理年数

主として５年による定額法
　

　　同左
　

⑤　数理計算上の差異の
　　処理年数
 

主として５年による定額法により
翌連結会計年度以降、営業費用に
計上することとしております。

　　同左
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(税効果会計関係)
　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

退職給付引当金 4,672百万円

連結会社間の未実現利益 4,524　〃

税務上の繰越欠損金 1,573　〃

貸倒引当金 445　〃

投資有価証券評価損 221　〃

賞与引当金 1,169　〃

減損損失 996　〃

役員退職引当金(未払役員退職金) 338　〃

未払事業税 1,065　〃

たな卸資産評価損 562　〃

その他 2,254　〃

　繰延税金資産小計 17,825　〃

評価性引当額 △7,996　〃

　繰延税金資産合計 9,828　〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 5,768百万円

退職給付引当金 5,042　〃

連結会社間の未実現利益 4,325　〃

賞与引当金 1,425　〃

減価償却超過額 1,213　〃

未払事業税 1,091　〃

減損損失 1,063　〃

たな卸資産評価損 708　〃

投資有価証券評価損 440　〃

役員退職引当金(未払役員退職金) 376　〃

貸倒引当金 63　〃

その他 2,341　〃

　繰延税金資産小計 23,862　〃

評価性引当額 △7,979　〃

　繰延税金資産合計 15,883　〃

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △12,201　〃

海外投資等損失準備金 △0　〃

その他 △409　〃

　繰延税金負債合計 △12,612　〃

　繰延税金負債の純額 △2,783　〃
　

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △4,718　〃

特別償却準備金 △997　〃

土地評価差額 △924　〃

繰延ヘッジ利益 △786　〃

海外投資等損失準備金 △0　〃

その他 △742　〃

　繰延税金負債合計 △8,171　〃

　繰延税金資産の純額 7,712　〃
　

 (注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

流動資産－繰延税金資産 2,910百万円

固定資産－繰延税金資産 2,320　〃

流動負債－繰延税金負債 ―　　

固定負債－繰延税金負債 8,014　〃
　

 (注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれていま

す。

流動資産－繰延税金資産 4,156百万円

固定資産－繰延税金資産 6,777　〃

流動負債－繰延税金負債 288　〃

固定負債－繰延税金負債 2,933　〃
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）

欠損金子会社の未認識税務利益 4.0〃

交際費等永久差異 0.7〃

減損損失 0.6〃

住民税均等割 0.2〃

事業整理損失 △3.8〃

税額控除 △2.1〃

持分法による投資損益 △1.0〃

受取配当金等永久差異 △0.3〃

その他 △0.8〃

税効果適用後の法人税等の負担率 37.6〃
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりです。

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

製錬部門
(百万円)

環境・
リサイクル
部門
(百万円)

電子材料
部門
(百万円)

金属加工
部門
(百万円)

熱処理
部門
(百万円)

その他
部門
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営
業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上
高

243,23244,17554,99178,03227,05611,212458,701 ― 458,701

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

33,36830,544 1,343 30 ― 8,816 74,103(74,103) ―

計 276,60174,71956,33578,06227,05620,029532,804(74,103)458,701

営業費用 251,47866,77149,35973,49423,46519,254483,823(73,856)409,967

営業利益 25,122 7,948 6,976 4,567 3,591 775 48,981(　 247)48,733

Ⅱ　資産、減価償却
費及び資本的
支出

資産 137,97041,98334,16150,28827,34817,465309,21743,081352,299

減価償却費 2,483 2,241 1,716 1,318 1,064 759 9,585 312 9,897

資本的支出 5,914 2,479 4,364 4,992 3,394 166 21,312 509 21,821

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

製錬部門
(百万円)

環境・
リサイクル
部門
(百万円)

電子材料
部門
(百万円)

金属加工
部門
(百万円)

熱処理
部門
(百万円)

その他
部門
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営
業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上
高

239,88550,63259,28291,65028,806 5,569475,826 ― 475,826

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

32,34033,877 2,149 58 0 14,61883,044(83,044) ―

計 272,22684,51061,43291,70828,80620,187558,870(83,044)475,826

営業費用 249,73876,48155,12388,66625,21020,178515,399(83,891)431,507

営業利益 22,487 8,028 6,308 3,042 3,596 8 43,471 847 44,319

Ⅱ　資産、減価償却
費及び資本的
支出

資産 144,56146,78633,91064,24528,416 7,778325,69742,233367,931

減価償却費 4,836 2,392 2,206 2,309 1,336 551 13,631 343 13,974

資本的支出 13,191 4,657 1,519 3,390 2,554 647 25,961 363 26,324

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。
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２　各部門の主な製品

(1) 製錬部門…………………………電気銅・亜鉛・電気鉛・電気金・電気銀

(2) 環境・リサイクル部門…………廃棄物処理・土壌浄化処理・金属リサイクル・運輸収入

(3) 電子材料部門……………………磁性材料・半導体材料・無機材料・化成品

(4) 金属加工部門……………………銅板条・黄銅板条・銅合金板条・黄銅棒・精密加工品

(5) 熱処理部門………………………金属熱処理加工・金属表面処理加工・熱処理炉

(6) その他部門………………………土木・建築・不動産の賃貸・地熱事業他

３　配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

（前連結会計年度）

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は61,456百万円であり、その主なものは当社での余

剰運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。

（当連結会計年度）

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は65,656百万円であり、その主なものは当社での余

剰運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産です。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額を含んでいます。

６　会計処理の変更

（前連結会計年度）

（１）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　会計処理基準に関する事項　重要な引当金の計上

基準　役員賞与引当金」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法と同一の方法によった場合と比較して、当連結会計年度における営業費用は「製

錬部門」が63百万円、「環境・リサイクル部門」が80百万円、「電子材料部門」が36百万円、「金属加工部

門」が42百万円、「熱処理部門」が28百万円、「その他部門」が32百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減

少しております。

（２）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　会計処理基準に関する事項　重要な資産の評価基

準及び評価方法　たな卸資産の評価基準及び評価方法」に記載のとおり、当連結会計年度から「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法と同一の方法によった場合と比較して、当連結会計年度における営業費用は「製

錬部門」が599百万円、「電子材料部門」が６百万円、「金属加工部門」が16百万円増加し、営業利益がそれぞ

れ同額減少しております。

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載の通り、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度における営業費用は「製錬部門」が309百万円、

「環境・リサイクル部門」が76百万円、「電子材料部門」が54百万円、「金属加工部門」が110百万円、「熱処

理部門」が32百万円、「その他部門」が15百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しています。

７　追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載の通り、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度における営業費用は「製錬部門」が302百万円、

「環境・リサイクル部門」が69百万円、「電子材料部門」が144百万円、「金属加工部門」が121百万円、「熱

処理部門」が73百万円、「その他部門」が23百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しています。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度における全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の合計額に占める「本国」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しています。

　

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高に対して、いずれも10％未

満のためその記載を省略しています。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 456円10銭１株当たり純資産額 481円85銭

１株当たり当期純利益 87円82銭１株当たり当期純利益 81円86銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

83円59銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

77円91銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

141,276 150,281

普通株式に係る純資産額(百万円) 136,785 144,202

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分

4,491 6,078

普通株式の発行済株式数(千株) 303,790 303,790

普通株式の自己株式数(千株) 3,887 4,522

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株)

299,903 299,268

　

２　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 26,337 24,520

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 26,337 24,520

期中平均株式数(千株) 299,904 299,562

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

普通株式増加数(千株)(注) 15,188 15,188

(うち新株予約権)(注) (15,188) (15,188)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

― ―

(注)　当連結会計年度末現在では、新株予約権が行使される時に発行される株式の数は、15,188千株より減少する

ことが見込まれます。

詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況 (2) 株予約権等の状況」に記載のとおりで

す。
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(重要な後発事象)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

同和鉱業㈱ 第３回無担保社債
平成
14.10.24

10,000
―
(―)

1.04 なし
平成
19.10.24

ＤＯＷＡホール
ディングス㈱

第１回無担保社債
平成
18.12.18

10,000
10,000
(―)

1.21 なし
平成
21.12.18

アクトビーリサイ
クリング㈱

第１回無担保社債
平成
17.６.30

28
21
(7)

2.15 なし
平成
22.６.30

計 20,028
10,021

(7)

(注) １　「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定金額です。

２　同和鉱業㈱は、平成18年10月１日付で分社型分割を行い、商号をＤＯＷＡホールディングス㈱に変更していま

す。

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は次のとおりです。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

7 10,007 7 ― ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 40,893 20,687 1.289 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 14,657 17,974 1.708 ―

１年以内に返済予定のリース債務 262 215 3.462 ―

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。)
39,178 72,270 1.970

平成21年４月～
平成30年３月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,047 832 2.840
平成21年４月～
平成26年３月

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 96,039 111,979 ― ―

(注) １　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額

は次のとおりです。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 19,072 16,355 13,343 9,955

リース債務 177 182 188 176

合計 19,250 16,538 13,531 10,132

２　連結貸借対照表ではリース債務のうち１年以内に返済予定のリース債務は流動負債「その他」に、返済予定が

１年を超えるリース債務については固定負債「その他」に含めています。

３　平均利率の算定は、期末日の利率及び残高の加重平均により算定しています。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,965 2,246

　２　受取手形 15 0

　３　売掛金 389 458

　４　前払費用 148 354

　５　繰延税金資産 83 1,644

　６　関係会社短期貸付金 91,354 85,846

　７　未収入金 664 2,052

　８　立替金 258 37

　９　その他 187 154

　　貸倒引当金 △2,422 △1,189

　　流動資産合計 93,64339.5 91,60539.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 5,568 5,586

　　　　減価償却累計額 3,068 2,499 3,157 2,429

　　(2) 構築物 3,652 3,721

　　　　減価償却累計額 1,576 2,075 1,690 2,031

　　(3) 機械及び装置 3,074 3,206

　　　　減価償却累計額 2,370 704 2,472 733

　　(4) 車両及びその他の
　　　　陸上運搬具

25 25

　　　　減価償却累計額 22 2 23 2

　　(5) 工具器具及び備品 1,105 1,112

　　　　減価償却累計額 847 258 917 195

　　(6) 鉱業用土地 77 77

　　　　減価償却累計額 77 0 77 0

　　(7) 一般用土地 8,359 7,834

　　(8) 建設仮勘定 25 219

　　　有形固定資産合計 13,9255.9 13,4465.8
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 97 212

　　(2) その他 9 8

　　　無形固定資産合計 106 0.0 221 0.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1 37,411 29,112

　　(2) 関係会社株式 ※1 91,092 96,591

　　(3) 出資金 2 2

　　(4) 関係会社出資金 ― 4

　　(5) 従業員長期貸付金 15 14

　　(6) 関係会社長期貸付金 249 1

　　(7) 長期前払費用 29 18

　　(8) 繰延税金資産 ― 1,338

　  (9) その他 852 851

　　　　貸倒引当金 △41 △44

　　　投資その他の資産合計 129,61054.6 127,89054.8

　　固定資産合計 143,64360.5 141,55860.7

　　資産合計 237,286100.0 233,163100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 4 1

　２　短期借入金 38,495 17,445

　３　長期借入金
　　　(一年内返済予定分)

※1 12,717 16,047

　４　社債(一年内償還予定分) 10,000 ―

　５　未払金 111 215

　６　未払費用 602 572

　７　未払法人税等 113 64

　８　未払消費税等 680 16

　９　前受金 6 6

　10　預り金 206 200

　11　前受収益 0 ―

　12　賞与引当金 84 140

　13　役員賞与引当金 87 169

　　流動負債合計 63,11126.6 34,87915.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 10,000 10,000

　２　長期借入金 ※1 36,020 69,676

　３　繰延税金負債 4,002 ―

　４　退職給付引当金 3,263 3,220

　５　環境対策引当金 ― 96

　６　長期預り金 511 474

　７　その他 342 245

　　固定負債合計 54,14022.8 83,71235.9

　負債合計 117,25249.4 118,59250.9
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 36,43615.3 36,43615.6

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 9,110 9,110

　　(2) その他資本剰余金 17,258 17,257

　　　　資本剰余金合計 26,36811.1 26,36711.3

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　海外投資等損失準備金 1 0

　　　　別途積立金 15,081 15,081

　　　　繰越利益剰余金 30,653 33,189

　　　　利益剰余金合計 45,73619.3 48,27220.7

　４　自己株式 △21 △0.0 △32 △0.0

　　　株主資本合計 108,52045.7 111,04447.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

11,5144.9 3,5261.5

　　　評価・換算差額等合計 11,5144.9 3,5261.5

　　　純資産合計 120,03450.6 114,57149.1

　　　負債純資産合計 237,286100.0 233,163100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※2 14,554100.0

　１　商品売上高 33,355 ―

　２　製品売上高 163,170196,525100.0 ―

Ⅱ　売上原価 416 2.8

　１　製品期首たな卸高 8,477 ―

　２　当期商品仕入高 ※2 30,951 ―

　３　当期製品製造原価 ※2 153,923 ―

　　　　　　合計 193,352 ―

　４　他勘定振替高 ※1 11,549 ―

　５　会社分割による承継高 ※7 11,883 ―

　６　製品期末たな卸高 ― ―

　　　　　　差引 169,919 ―

　７　その他売上原価 1,253 171,17387.1 ―

　　　売上総利益 25,35212.9 14,13897.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　支払運賃 1,528 ―

　２　販売手数料 300 ―

　３　役員報酬 294 353

　４　給料手当 2,105 885

　５　福利厚生費 372 220

　６　賞与引当金繰入額 64 140

　７　退職給付費用 266 136

　８　役員退職引当金繰入額 34 ―

　９　修繕費 79 86

　10　諸会費 84 64

　11　賃借料 356 158

　12　寄付金 81 296

　13　交際費 123 52

　14　租税公課 509 256

　15　旅費交通費 492 230

　16　通信費 89 57

　17　事務委託料 1,644 1,079

　18　減価償却費 263 216

　19　開発研究費 ※3 2,663 969

　20　その他 1,010 12,3656.3 699 5,90540.6

　　　営業利益 12,9866.6 8,23356.6
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益 ※2

　１　受取利息 2,123 2,378

　２　受取配当金 1,090 652

　３　受取賃貸料 455 183

　４　受取ロイヤリティー 276 66

　５　その他 849 4,7952.4 358 3,63825.0

Ⅴ　営業外費用 ※2

　１　支払利息 1,346 1,753

　２　休廃止鉱山管理費 ― 523

　３　社債利息 151 180

　４　社債発行費償却 65 ―

　５　賃貸設備管理費 209 5

　６　その他 1,033 2,8061.4 346 2,80919.3

　　　経常利益 14,9757.6 9,06162.3

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 ― 1,457

　２　固定資産売却益 ※4 2,047 216

　３　その他 263 2,3101.2 ― 1,67311.5

Ⅶ　特別損失 ※2

　１　事業整理損失 ※8 ― 2,195

　２　投資有価証券評価損 ― 599

　３　関係会社株式評価損 1,891 517

　４　減損損失 ※6 68 266

　５　固定資産除却損 ※5 231 83

　６　貸倒引当金繰入額 624 13

　７　関係会社株式売却損 185 ―

　８　その他 123 3,1241.6 6 3,683

　　　税引前当期純利益 14,1617.2 7,05248.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

5,130 18

　　　法人税等調整額 1,219 6,3503.2 △1,577 △1,559△10.7

　　　当期純利益 7,8114.0 8,61159.2
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　原材料費 125,86780.8 ―

２　労務費 ※2 2,341 1.5 ―

３　経費 27,653 17.7 ―

(委託加工費) (15,407)(9.9) (―)

(減価償却費) ( 1,102)(0.7) (―)

(その他) (11,144)(7.1) (―)

当期総製造費用 155,862100.0 ―

半製品仕掛品期首たな卸高 10,388 ―

会社分割による承継高 ※3 12,327 ―

半製品仕掛品期末たな卸高 ― ―

当期製品製造原価 153,923 ―

(注) １　製造部門における原価計算は、各事業所ごとに総合原価計算を採用しています。なお、熱処理部門の工業炉につ

いては個別原価計算を採用しています。

※２　労務費中の前事業年度の退職給付費用は232百万円です。

※３　平成18年10月１日付で吸収分割の方法によってDOWAメタルマイン㈱、DOWAメタルテック㈱、DOWAエレクトロニ

クス岡山㈱、DOWAパワーデバイス㈱に承継した半製品、及びDOWAエコシステム㈱、DOWAエコシステム山陽㈱、

DOWAサーモエンジニアリング㈱に承継した仕掛品です。

　

売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　事務委託料 ― 217 52.1

　租税公課 ― 133 32.0

　減価償却費 ― 57 13.7

　その他 ― 9 2.2

合計 ― 416 100.0
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 36,436 9,110 17,258 26,368

事業年度中の変動額

　株主総会決議による取崩 ― ― ― ―

　剰余金の配当　(注) ― ― ― ―

　役員賞与　(注) ― ― ― ―

　海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ―

平成19年３月31日残高(百万円) 36,436 9,110 17,258 26,368

　

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計海外投資等

損失準備金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3 15,081 27,180 42,265

事業年度中の変動額

　株主総会決議による取崩 △　1 ― 1 ―

　剰余金の配当　(注) ― ― △　4,252 △　4,252

　役員賞与　(注) ― ― △　　 87 △　　 87

　海外投資等損失準備金の取崩 △　0 ― 0 ―

　当期純利益 ― ― 7,811 7,811

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) △　2 ― 3,473 3,470

平成19年３月31日残高(百万円) 1 15,081 30,653 45,736

　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △　 9 105,061 19,995 19,995 125,057

事業年度中の変動額

　株主総会決議による取崩 ― ― ― ― ―

　剰余金の配当　(注) ― △　4,252 ― ― △　4,252

　役員賞与　(注) ― △　　 87 ― ― △　　 87

　海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ― ― ―

　当期純利益 ― 7,811 ― ― 7,811

　自己株式の取得 △　12 △　　 12 ― ― △　　 12

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― △　8,481 △　8,481 △　8,481

事業年度中の変動額合計(百万円) △　12 3,458 △　8,481 △　8,481 △　5,023

平成19年３月31日残高(百万円) △　21 108,520 11,514 11,514 120,034

(注)　平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 36,436 9,110 17,258 26,368

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ―

　海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △ 0 △ 0

平成20年３月31日残高(百万円) 36,436 9,110 17,257 26,367

　

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計海外投資等

損失準備金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1 15,081 30,653 45,736

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △ 6,075 △ 6,075

　海外投資等損失準備金の取崩 △　0 ― 0 ―

　当期純利益 ― ― 8,611 8,611

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) △　0 ― 2,536 2,536

平成20年３月31日残高(百万円) 0 15,081 33,189 48,272

　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △　21 108,520 11,514 11,514 120,034

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― △ 6,075 ― ― △ 6,075

　海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ― ― ―

　当期純利益 ― 8,611 ― ― 8,611

　自己株式の取得 △　13 △  　13 ― ― △  　13

　自己株式の処分 2 1 ― ― 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― △ 7,987 △ 7,987 △ 7,987

事業年度中の変動額合計(百万円) △　10 2,524 △ 7,987 △ 7,987 △ 5,462

平成20年３月31日残高(百万円) △　32 111,044 3,526 3,526 114,571
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　………移動平均法による原価法

　　その他有価証券(時価のあるもの)

　　　………市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出しております。)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　………同左

　　その他有価証券(時価のあるもの)

　　　………同左

　　その他有価証券(時価のないもの)

　　　………移動平均法による原価法

　　その他有価証券(時価のないもの)

　　　………同左

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　デリバティブ

　　　………時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　デリバティブ

　　　………同左

３　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付

属設備を除く。)については定額法

　　　なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

３　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　　………同左

――――――― （会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してい

ます。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が３百万円それぞれ

減少しています。

――――――― （追加情報）

当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利

益が21百万円、経常利益が23百万円及び税引前当期純利

益が22百万円それぞれ減少しています。

　　無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法、その他は定額法

　　　なお、ソフトウェア以外の耐用年数については法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　無形固定資産

　　　………同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　繰延資産の処理方法

　　社債発行費

　　　支出時に全額費用として処理しております。

（会計処理の変更）

社債発行費については、従来、商法施行規則に基づき

３年以内に均等額以上を償却する方法を採用しており

ましたが、当事業年度より支出時に全額費用処理する方

法に変更しております。

この変更は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実務

対応報告第19号）が公表され、社債発行費は支出時に費

用処理することが原則であると明記されたため、これを

機に処理方法の見直しを行い、財務体質の健全化を図る

ために行ったものであります。

なお、従来の方法によった場合に比べて、経常利益及

び税引前当期純利益がそれぞれ43百万円減少しており

ます。

―――――――

　　　

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権・債務(為替予約を付しているものを

除く。) については、決算日の直物為替相場による円

換算額を付することとしております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　同左

６　引当金の計上基準

　　貸倒引当金

　　　………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については過去の一定期間における貸倒

実績から算出した貸倒実績率により計上

し、貸倒懸念債権など特定の債権について

は個別に債権の回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

　　貸倒引当金

　　　………同左

　　賞与引当金

　　　………従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　　賞与引当金

　　　………同左

　　役員賞与引当金

　　　………役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

（会計処理の変更）

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第

４号）を適用しております。

なお、従来の方法によった場合に比べて、営業利益、経

常利益、及び税引前当期純利益がそれぞれ87百万円減少

しております。

　　役員賞与引当金

　　　………役員に対して支給する業績連動報酬の業績連

動部分の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しています。

―――――――
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　退職給付引当金

　　　………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の時価

に基づき計上しております。

　　　　　　年金資産の期待運用収益と実際の成果との差異な

どにより発生した数理計算上の差異につい

ては、発生の翌事業年度以降、定額法により

５年間での按分額を営業費用に計上してお

ります。

　　　　　　また、退職金規程の改定などにより発生した過去

勤務債務については、発生した事業年度よ

り定額法により５年間での按分額を営業費

用に計上しております。

　　退職給付引当金

　　　………同左

　　役員退職引当金

　　　………役員及び執行役員の退職慰労金の支出に充て

るため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

（追加情報）

役員退職引当金については、平成18年６月28日開催の

第103回定時株主総会決議により役員退職慰労金制度を

廃止しております。

なお、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　平成19年４月

13日　監査・保証実務委員会報告第42号）に基づき、株

主総会承認済み役員退職慰労金で支払いを留保してい

るものを、固定負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

―――――――

　　環境対策引当金

　　　………「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

推進に関する特別措置法」（平成13年6月

12日　法律第65号）の規定によるポリ塩化

ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるた

め、当事業年度末における処理費用の見積

額を計上し、固定負債の「その他」に含め

て表示しております。

　　環境対策引当金

　　　………「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

推進に関する特別措置法」（平成13年6月

12日　法律第65号）の規定によるポリ塩化

ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるた

め、当事業年度末における処理費用の見積

額を計上しています。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６　リース取引の処理方法

　　同左

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　借入金利息に対する金利スワップ取引は、特例処理の

要件を充たしているため特例処理を採用しており

ます。

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は次のとおりであります。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

　　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引

　　　　ヘッジ対象……借入金利息

　(3) ヘッジ方針

　　　金利変動によるリスク回避を目的として、ヘッジ対象

物の範囲内で個々の取引ごとにヘッジしておりま

す。

　(3) ヘッジ方針

　　　同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法等

　　　特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法等

　　　同左

９　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税については税抜方式によってお

ります。

８　消費税等の会計処理

　　同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

120,034百万円であります。

また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。
　

―――――――

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

一部改正）

当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最

終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年

８月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表示に関

する変更は次のとおりであります。

前事業年度において資本に対する控除項目として

「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当事業年度から「株主資本」に対する控除項目

として「株主資本」の末尾に表示しております。

―――――――

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――――― （貸借対照表）

前事業年度まで固定負債の「その他」に含めて表示

していた「環境対策引当金」は、当事業年度より区分掲

記する方法に変更しています。なお、前事業年度におけ

る「環境対策引当金」は、96百万円です。
　

――――――― （損益計算書）

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示していた「休廃止鉱山管理費」は、より詳細な開示情

報を提供するため、当事業年度より区分掲記する方法に

変更しています。なお、前事業年度における「休廃止鉱

山管理費」は、539百万円です。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　投資有価証券のうち　　　　　　　10,445百万円

関係会社株式のうち 9,345　〃

　　　は、長期借入金(一年以内に返済予定のもの7,375百万

円を含む。) 34,258百万円の物上保証として担保

に提供しております。

※１　投資有価証券のうち　　　　　　  5,158百万円

関係会社株式のうち 8,725   〃

　　　は、長期借入金(一年以内に返済予定のもの6,684百万

円を含む。) 39,926百万円の物上保証として担保

に提供しています。

　２　保証債務

　　　下記会社の銀行借入金及び買掛金に対し債務保証を

行っております。

会社名 金額

百万円
　

DOWAメタルマイン㈱ 9,719

小坂製錬㈱ 2,017

Dowa THT America,Inc.838

エコシステム小坂㈱ 597

秋田地熱エネルギー㈱ 437

DOWAメタル㈱ 230

DOWAマネジメントサービス㈱ 170

蘇州同和資源綜合利用有限公司 91

卯根倉鉱業㈱ 91

エコシステム千葉㈱ 60

計 14,252
　　
　　　上記には、外貨建保証債務89,431千US.$(10,557百万

円)及び、6,000千元(91百万円)が含まれておりま

す。

　２　保証債務

　　　下記会社の銀行借入金及び買掛金に対し債務保証を

行っています。

会社名 金額

百万円
　

DOWAメタルマイン㈱ 10,445

小坂製錬㈱ 1,234

小名浜製錬㈱ 1,850

Dowa THT America,Inc.711

エコシステム小坂㈱ 473

TDパワーマテリアル㈱ 385

卯根倉鉱業㈱ 181

DOWAメタル㈱ 170

エコシステム千葉㈱ 45

計 15,496
　　
　　　上記には、外貨建保証債務111,360千US.$(11,157百万

円)が含まれています。

　３　債権流動化に伴う偶発債務は、次のとおりでありま

す。

買戻し義務 1,355百万円
　

　３　債権流動化に伴う偶発債務は、次のとおりです。

買戻し義務 825百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定振替高は、主として原材料への振替高であり

ます。

※１　　　　　　　―――――――

※２　関係会社に係る注記

　　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上高 42,880百万円

仕入高 20,181　〃

製品製造原価 35,346　〃

営業外収益 3,402　〃

営業外費用 623　〃

※２　関係会社に係る注記

　　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

います。

売上高 14,385百万円

営業費用 1,791　〃

営業外収益 2,943  〃

営業外費用 599  〃

特別損失 3,444  〃
　

※３　研究開発費の総額は2,544百万円であり販売費及び

一般管理費の「開発研究費」に含めております。

※３　研究開発費の総額は969百万円であり販売費及び一

般管理費の「開発研究費」に含めています。

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

旧中央研究所土地(八王子市) 1,991百万円

立川町土地 34　〃

その他 20　〃

計 2,047　〃

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

岡山市土地 213百万円

小坂町土地 1　〃

その他 1　〃

計 216　〃
　

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

岡山硫酸設備 77百万円

吉ヶ原社宅解体 12　〃

その他 141　〃

計 231　〃

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

旧採鉱事務所等 63百万円

吉ヶ原社宅解体 11　〃

その他 8　〃

計 83　〃
　

※６　当社は次の資産グループについて、減損処理損失を

計上しております。

種類 場所 用途
減損損失
（百万円）

土地 九州地域 遊休 27

〃 中国地域 〃 3

〃 東北地域 〃 37
　
　一部の資産について、市場価格が下落したため、帳

簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失（68百万円）として特別損失に計上しており

ます。

　なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、時価については不動産鑑定

評価額等合理的に算定された評価額に基づいて算定

しております。

※６　当社は次の資産グループについて、減損処理損失を

計上しています。

種類 場所 用途
減損損失
（百万円）

土地 九州地域 遊休 54

〃 中国地域 〃 178

〃 関西地域 〃 0

〃 関東地域 〃 32

〃 東北地域 〃 1

計 266
　
　一部の資産について、市場価格が下落したため、帳

簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失（266百万円）として特別損失に計上してい

ます。

　なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、時価については不動産鑑定

評価額等合理的に算定された評価額に基づいて算定

しています。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※７　会社分割による承継高は、平成18年10月１日付で、

吸収分割の方法によってDOWAメタルマイン㈱、

DOWAエコシステム㈱、DOWAエレクトロニクス㈱、

DOWAメタルテック㈱、DOWAエレクトロニクス岡山

㈱、DOWAパワーデバイス㈱に承継した製品、及び

DOWAメタルマイン㈱、DOWAエレクトロニクス㈱、

DOWAメタルテック㈱に承継した商品であります。

※７　　　　　　　―――――――

※８　　　　　　　――――――― ※８　事業整理損失の内訳は次のとおりです。

地熱発電事業撤退損失 1,432百万円

土木・建設事業撤退損失 763　〃

計 2,195　〃
　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 7,933 11,874 ― 19,807

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

　単元未満株式の買取りによる増加　11,874株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 19,807 10,852 2,125 28,534

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりです。

　単元未満株式の買取りによる増加　10,852株

減少数の内訳は、次のとおりです。

　単元未満株式の買増しによる減少　 2,125株
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(リース取引関係)

　

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記

（借手側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

105 71 33

その他 3 1 1

合計 108 73 35

１　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

115 98 17

工具器具
及び備品

3 2 1

合計 119 100 18

　(注)　取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高などに占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

　(注)　同左

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 19百万円

１年超 18　〃

合計 37　〃

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 18百万円

１年超 0　〃

合計 18　〃
　

　(注)　未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高な

どに占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

　(注)　同左

３　支払リース料及び減価償却費相当

額

(1) 支払リース料 32百万円

(2) 減価償却費相当額32　〃

３　支払リース料及び減価償却費相当

額

(1) 支払リース料 20百万円

(2) 減価償却費相当額20　〃

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

オペレーティング・リース取

引に係る注記

(リース期間の中途において

リース契約を解除することが

できるものを除く。)

（借手側）　

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 3　〃

合計 6　〃

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 0　〃

合計 4　〃
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

前事業年度(平成19年３月31日) 当事業年度(平成20年３月31日)

貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 19,241 29,943 10,702 25,257 25,809 552

合計 19,241 29,943 10,702 25,257 25,809 552

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

 (繰延税金資産)

会社分割に伴う関係会社株式 2,079百万円

関係会社株式評価損 1,291　〃

退職給付引当金 1,288　〃

貸倒引当金 968　〃

減損損失 901　〃

役員退職引当金(未払役員退職金) 98　〃

投資有価証券評価損 95　〃

賞与引当金 33　〃

未払事業税 32　〃

その他 187　〃

　繰延税金資産小計 6,978　〃

評価性引当額 △3,220　〃

　繰延税金資産合計 3,757　〃

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

 (繰延税金資産)

会社分割に伴う関係会社株式 2,079百万円

繰越欠損金 1,673　〃

退職給付引当金 1,288　〃

減損損失 1,008　〃

関係会社株式評価損 606　〃

貸倒引当金 493　〃

投資有価証券評価損 335　〃

未払役員退職金 98　〃

ゴルフ会員権評価損 67　〃

賞与引当金 56　〃

未払事業税 24　〃

その他 61　〃

　繰延税金資産小計 7,792　〃

評価性引当額 △2,455　〃

　繰延税金資産合計 5,337　〃

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △7,676　〃

海外投資等損失準備金 △0　〃

　繰延税金負債合計 △7,676　〃

　繰延税金負債の純額 △3,919　〃
　

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △2,351　〃

海外投資等損失準備金 △0　〃

その他 △2　〃

　繰延税金負債合計 △2,353　〃

　繰延税金資産の純額 2,983　〃
　　

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）

交際費等永久差異 0.4〃

受取配当金等永久差異 △2.2〃

住民税均等割額 0.2〃

評価性引当額の増加 7.5〃

税額控除 △1.5〃

その他 0.4〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8〃
　

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）

交際費等永久差異 1.3〃

受取配当金等永久差異 △53.6〃

住民税均等割額 0.1〃

評価性引当額の減少 △10.9〃

その他 1.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △22.1〃
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

平成18年５月16日開催の当社取締役会において、「DOWAメタルマイン㈱」、「DOWAエコシステム㈱」、

「DOWAエレクトロニクス㈱」、「DOWAメタルテック㈱」、「DOWAサーモテック㈱」、「エコシステム山陽

㈱」、「エコシステム岡山㈱」、「DOWAエレクトロニクス岡山㈱」、「DOWAパワーデバイス㈱」、「DOWA

サーモエンジニアリング㈱」との間に吸収分割契約を締結することを決議し、同日付で平成18年６月28

日開催の定時株主総会の承認を得ることを条件として吸収分割契約を締結しました。

吸収分割契約により、同年10月１日、製錬、環境・リサイクル、電子材料、金属加工、熱処理の５つの事業

部門を分社した持株会社制の新組織体制へ移行しています。これに伴い、当社は商号を新たに「DOWAホー

ルディングス株式会社」とし、分社した事業会社の全株式を保有する持株会社となりました。

　

①　分割の目的

当社は平成12年４月からの事業構造改革で、“選択と集中”による筋肉質な企業体質づくりと、４つ

のコアビジネス（製錬、環境・リサイクル、電子材料・金属加工、熱処理）による強固な収益基盤づく

りに取り組み、順調かつ着実に成果をあげてきました。本年４月からは新たな３か年の中期計画「事業

構造改革Ⅲ～Jump up to the New Stage～」がスタートし、「改革の目標レベルをさらに引上げ、未踏

の領域に挑戦」をスローガンに、更なる飛躍を目指すビジョンを掲げています。事業構造改革Ⅲには、

５つのコアビジネス（製錬、環境・リサイクル、電子材料、金属加工、熱処理）について、これまで以上

に積極的かつ大胆な施策を盛り込んでおり、各事業がそれぞれのマーケットのフロントランナーとし

て国内外での競争に勝ち残ることを目指しています。

持株会社制への移行は、こうした事業構造改革Ⅲのハイレベルな目標を実現するための重要な施策

と位置付けております。当社から上記事業を引継ぐ事業会社は市場の最前線で顧客ニーズをより敏感

に捉え、権限を持って迅速な意思決定を行うとともに、事業特性に応じて柔軟かつ大胆な事業運営を実

施していきます。また持株会社は、グループとしての最適な事業ポートフォリオを構築し、グループの

持続的成長による企業価値の最大化を図っていきます。

　

②　会社分割の当事会社の概要

（ａ）分割会社

　

名称 同和鉱業株式会社

（平成18年10月１日、DOWAホールディングス株式会社に商号変更）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　河野　正樹

資本金 36,436百万円

　

EDINET提出書類

ＤＯＷＡホールディングス株式会社(E00028)

有価証券報告書

112/131



（ｂ）吸収分割承継会社

　

名称 DOWAメタルマイン株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　大西　哲夫　

資本金 10百万円

平成18年10月１日、1,000百万円に増資しております。

事業の内容 製錬事業その他これに関連する事業

　

名称 DOWAエコシステム株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　山田　政雄　

資本金 10百万円

平成18年10月１日、1,000百万円に増資しております。

事業の内容 環境・リサイクル事業その他これに関連する事業

　

名称 DOWAエレクトロニクス株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　杉山　文利　

資本金 10百万円

平成18年10月１日、1,000百万円に増資しております。

事業の内容 電子材料事業その他これに関連する事業

　

名称 DOWAメタルテック株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　石橋　幸雄　

資本金 10百万円

平成18年10月１日、1,000百万円に増資しております。

事業の内容 金属加工事業その他これに関連する事業

　

名称 DOWAサーモテック株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　荻野　峯雄　

資本金 10百万円

平成18年10月１日、1,000百万円に増資しております。

事業の内容 熱処理事業その他これに関連する事業

　

名称 エコシステム山陽株式会社（吸収分割承継会社）

住所 岡山県久米郡美咲町吉ヶ原字火の谷1125

代表者の氏名 代表取締役社長　横田　一夫

資本金 10百万円

平成18年10月１日、100百万円に増資しております。

事業の内容 一般廃棄物、産業廃棄物の処理及び資源・エネルギーのリサイクル事業

その他これに関連する事業
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名称 エコシステム岡山株式会社（吸収分割承継会社）

住所 岡山県岡山市海岸通一丁目３番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　片桐　敦

平成18年10月１日　山内　憲太郎に変更しております。

資本金 10百万円

平成18年10月１日、100百万円に増資しております。

事業の内容 一般廃棄物、産業廃棄物の処理及び資源・エネルギーのリサイクル事業

その他これに関連する事業

　

名称 DOWAエレクトロニクス岡山株式会社（吸収分割承継会社）

住所 岡山県岡山市海岸通一丁目３番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　杉山　文利　

平成18年10月１日　山内　憲太郎に変更しております。

資本金 10百万円

平成18年10月１日、100百万円に増資しております。

事業の内容 金属粉・磁性粉・酸化物の製造並びに受託加工、硫酸の貯蔵・払い出し事業

その他これに関連する事業

　

名称 DOWAパワーデバイス株式会社（吸収分割承継会社）

住所 長野県塩尻市大字片丘字俎原9637番地３

代表者の氏名 代表取締役社長　石橋　幸雄　

平成18年10月１日　岩本　邦夫に変更しております。

資本金 10百万円

平成18年10月１日、100百万円に増資しております。

事業の内容 電子部品実装用セラミックス基板の製造並びに受委託加工事業

その他関連する事業

　

名称 DOWAサーモエンジニアリング株式会社（吸収分割承継会社）

住所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　荻野　峯雄　

平成18年10月１日　雪竹　克也に変更しております。

資本金 10百万円

平成18年10月１日、100百万円に増資しております。

事業の内容 熱処理関係設備の設計・製造・メンテナンス及び熱処理加工品の受託・在庫管理、熱処理
加工品の受託加工に関する事業その他関連する事業
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③　分割の効力発生日

平成18年10月１日

　

④　分割方式

当社を分割会社とし、既存会社を承継会社とする分社型吸収分割であります。

　

⑤　株式の割り当て

「DOWAメタルマイン㈱」、「DOWAエコシステム㈱」、「DOWAエレクトロニクス㈱」、「DOWAメタル

テック㈱」、「DOWAサーモテック㈱」の５社への吸収分割に際しては、それぞれ普通株式19,800株を発

行し、そのすべてを分割会社である当社に割り当てます（吸収分割に際して、これらの株式を当社が株

主に現物配当することは行いません）。

「エコシステム山陽㈱」、「エコシステム岡山㈱」、「DOWAエレクトロニクス岡山㈱」、「DOWAパ

ワーデバイス㈱」、「DOWAサーモエンジニアリング㈱」の５社への吸収分割に際しては、それぞれ普通

株式1,800株を発行し、そのすべての株式を分割会社である当社に割り当てます（吸収分割に際して、

これらの株式を当社が株主に現物配当することは行いません）。なお当社に割り当てられた当該５社

の株式については、「DOWAエコシステム㈱」、「DOWAエレクトロニクス㈱」、「DOWAメタルテック㈱」、

「DOWAサーモテック㈱」の４社へ承継されます。

　

⑥　承継会社が承継する権利義務

各承継会社が当社から承継する権利義務は、各吸収分割契約に規定された、分割の効力発生日におけ

る分割対象事業に関する一切の資産、負債及びこれらに付随する権利義務、契約上の地位等とします。
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⑦　承継する資産・負債の状況等（平成18年９月30日現在）

（単位：百万円）

企業名
DOWAメタルマ
イン㈱

DOWAエコシス
テム㈱

DOWAエレクト
ロニクス㈱

DOWAメタル
テック㈱

DOWAサーモ
テック㈱

流動資産 97,191 6,399 13,100 24,628 5,984

固定資産 29,093 8,959 5,236 7,616 2,048

資産合計 126,285 15,359 18,336 32,244 8,032

流動負債 78,790 10,658 14,209 17,275 3,246

固定負債 5,554 818 486 267 1,021

負債合計 84,344 11,477 14,696 17,543 4,267

純資産 41,940 3,881 3,640 14,701 3,765

負債・
純資産合計

126,285 15,359 18,336 32,244 8,032

　

企業名
エコシステム
山陽㈱

エコシステム
岡山㈱

DOWAエレクト
ロニクス岡山
㈱

DOWAパワーデ
バイス㈱

DOWAサーモエ
ンジニアリン
グ㈱

流動資産 886 146 520 213 2,274

固定資産 2,084 2,158 3,930 582 7,956

資産合計 2,971 2,304 4,451 795 10,230

流動負債 1,475 1,474 2,639 504 4,951

固定負債 102 ― 419 89 1,062

負債合計 1,577 1,474 3,058 593 6,013

純資産 1,393 830 1,392 202 4,217

負債・
純資産合計

2,971 2,304 4,451 795 10,230

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 395円15銭１株当たり純資産額 377円17銭

1株当たり当期純利益 25円71銭1株当たり当期純利益 28円35銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 24円49銭潜在株式調整後1株当たり当期純利益 27円00銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 120,034 114,571

普通株式に係る純資産額(百万円) 120,034 114,571

普通株式の発行済株式数(千株) 303,790 303,790

普通株式の自己株式数(千株) 19 28
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1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(千株) 303,771 303,762

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 7,811 8,611

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,811 8,611

期中平均株式数(千株) 303,777 303,765

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

普通株式増加数(千株) 15,188 15,188

 （うち新株予約権） (15,188) (15,188)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

― ―

(注)　当事業年度末現在では、新株予約権が行使される時に発行される株式の数は、15,188千株より減少すること

が見込まれます

詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況」に記載のとおりで

す。
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(重要な後発事象)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

JFEホールディングス㈱ 1,696,700 7,235

㈱みずほフィナンシャルグループ
(普通株式)

9,879 3,899

三菱マテリアル㈱ 7,256,000 3,206

㈱静岡銀行 2,413,774 2,735

興銀リース㈱ 1,120,000 2,027

㈱みずほフィナンシャルグループ
(第11回第11種優先株式)

2,000 2,000

㈱常陽銀行 2,188,907 1,104

常和ホールディングス㈱ 50,000 987

㈱りそなホールディングス 5,744 949

飯野海運㈱ 724,000 664

あいおい損害保険㈱ 1,196,504 659

海外ウラン資源開発㈱ 1,019,010 514

㈱トクヤマ 606,000 420

その他(34銘柄) 7,214,047 2,624

計 25,502,566 29,030

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

(その他)

投資事業有限責任組合 35

浜名湖観光開発㈱ 26

その他(6銘柄) 21

計 82
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 5,568 63 44 5,586 3,157 131 2,429

　構築物 3,652 73 3 3,721 1,690 117 2,031

　機械及び装置 3,074 131 0 3,206 2,472 102 733

車両及びその他の陸上
運搬具

25 ― ― 25 23 0 2

　工具器具及び備品 1,105 21 14 1,112 917 83 195

　鉱業用土地 77 ― ― 77 77 ― 0

　一般用土地 8,359 17
542
(266)

7,834 ― ― 7,834

　建設仮勘定 25 659 465 219 ― ― 219

有形固定資産計 21,889 967
1,071
(266)

21,7858,339 435 13,446

無形固定資産

　ソフトウェア 828 157 ― 985 772 41 212

　その他 51 ― ― 51 43 0 8

無形固定資産計 880 157 ― 1,037 816 42 221

長期前払費用 144 0 0 145 126 11 18

(注) １　当期増加額及び減少額のうち主なものは、次のとおりです。

当期増加の主なもの 機械及び装置 沼平発電所　水車設備更新工事 80百万円

ソフトウェア 会計システムの更新 108〃

当期減少の主なもの 一般用土地 岡山市土地 275〃

２　当期減少額のうち（　）内は内数で減損損失による減少額です。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2,464 776 2,007 ― 1,233

賞与引当金 84 140 84 ― 140

役員賞与引当金 87 169 87 ― 169

環境対策引当金 96 ― ― ― 96

(注)　引当金の計上の理由及び計算基礎

「第５　経理の状況　２　財務諸表等　重要な会計方針　６　引当金の計上基準」参照
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 1,790

普通預金 4

通知預金 447

定期預金 2

小計 2,245

計 2,246

　

ｂ　受取手形

相手先別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　期日別内訳

　

相手先 金額(百万円) 期日 金額(百万円)

藤田金属㈱ 0 20年４月 0

計 0 計 0

　

ｃ　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

DOWAメタルマイン㈱ 147

DOWAメタルテック㈱ 81

DOWAエコシステム㈱ 80

DOWAエレクトロニクス㈱ 75

DOWAサーモテック㈱ 64

その他 9

計 458
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売掛金滞留並びに回収状況

　

前期末残高
(百万円)
A

平成19年４月～平成20年３月
当期末残高
(百万円)
D

回収率(％) 滞留期間(日)

発生高
(百万円)
B

回収高
(百万円)
C

C
×100

A＋B

A＋D
２
B
366

389 5,611 5,543 458 92.4 27.6

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。

　

ｄ　関係会社短期貸付金

　

区分 金額(百万円)

DOWAマネジメントサービス㈱ 85,033

同和工営㈱ 813

計 85,846

　

ｅ　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

DOWAメタルマイン㈱ 37,801

藤田観光㈱ 25,257

DOWAメタルテック㈱ 14,727

DOWAサーモテック㈱ 7,099

DOWAエコシステム㈱ 5,746

DOWAエレクトロニクス㈱ 4,485

DOWAマネジメントサービス㈱ 850

DOWAテクノエンジ㈱ 217

その他 405

計 96,591
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②　負債

ａ　買掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

富士電機システムズ㈱ 0

奈良石油㈲ 0

その他 0

計 1

　

ｂ　借入金

イ　短期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱群馬銀行 2,928

中央三井信託銀行㈱ 2,700

㈱中国銀行 2,500

㈱常陽銀行 1,310

その他13行 8,007

小計 17,445

一年内返済予定長期借入金 16,047

計 33,492

　

ロ　長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 24,609

日本政策投資銀行 10,825

㈱静岡銀行 7,250

㈱りそな銀行 7,020

農林中央金庫 6,932

その他11件 29,087

計 85,723

うち一年内返済予定長期借入金 16,047

差引 69,676

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 250円

単元未満株式の買取り・
売渡し

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) １　当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができません。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しています。

　　(ホームページアドレス　http://www.dowa.co.jp/)

３　平成19年11月８日開催の取締役会決議により、株主名簿管理人を三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から中央三井信

託銀行株式会社に変更しています。なお、実施日は平成19年12月８日です。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

提出会社の親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第104期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月27日
関東財務局長に提出

(2)訂正発行登録書（普通社債）
平成19年６月27日
関東財務局長に提出

(3)訂正報告書
平成19年９月７日
関東財務局長に提出

平成19年６月27日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書です。

(4)訂正発行登録書（普通社債）
平成19年11月22日
関東財務局長に提出

(5)半期報告書 (第105期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月20日
関東財務局長に提出

(6)訂正発行登録書（普通社債）
平成19年12月20日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

　

平成１９年６月２７日

ＤＯＷＡホールディングス株式会社

　　取　締　役　会　 御　中

　

み す ず 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士 平　野　　　洋

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士 長　島　拓　也

　

監査法人日本橋事務所

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士 黒　田　克　司

　

業務執行社員 公認会計士 小　倉　　　明

　

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＤＯＷＡ

ホールディングス株式会社（旧会社名同和鉱業株式会社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＤＯＷＡ

ホールディングス株式会社（旧会社名同和鉱業株式会社）及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

追記情報

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（１）③に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用して連結財務諸表を作成している。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年

度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成している。

３．セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（注）２．事業区分の変更に記載されているとおり、会社は事業の

種類別セグメント情報の事業区分の方法を変更している。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

　

　

ＤＯＷＡホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　平　　野　　　　　洋　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　浦　　利　　治　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　長　　島　　拓　　也　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＤＯＷＡホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ＤＯＷＡホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

　

平成１９年６月２７日

ＤＯＷＡホールディングス株式会社

　　取　締　役　会　 御　中

　

み す ず 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士 平　野　　　洋

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士 長　島　拓　也

　

監査法人日本橋事務所

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士 黒　田　克　司

　

業務執行社員 公認会計士 小　倉　　　明

　

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＤＯＷＡ

ホールディングス株式会社（旧会社名同和鉱業株式会社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１

０４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＤＯＷＡホール

ディングス株式会社（旧会社名同和鉱業株式会社）の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

　

　

ＤＯＷＡホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　平　　野　　　　　洋　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　浦　　利　　治　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　長　　島　　拓　　也　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＤＯＷＡホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第105

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＤＯＷＡホールディングス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。
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